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アジア地域における DAB・アジュディケーター育成計画の企画検討調査 

 

要 約 

調査業務概要 

1. 国際コンサルティング・エンジニア連盟（FIDIC）が発行する土木建設契約条件書（通

称、レッドブック）は国際開発銀行群（MDBs）や国際協力銀行（JBIC）の融資事業に

広く適用されてきた。FIDIC は 1999 年にレッドブックの改訂を行い、契約紛争の解決

の手段として紛争裁定委員会（DAB）を導入した。国際開発銀行群は、レッドブック

1999 年版をベースとした MDB Harmonized Edition（MDB 版）を 2005 年に発行し、JBIC

も MDB 版への移行を検討中である。 

2. このような動向の下で、今後 DAB を採用する案件が増加することが想定されるが、現

状ではアジュディケーターの多くは欧米人であり、円借款借入国の大半を占めるアジア

地域におけるアジュディケーター育成は、コスト縮減や円滑な案件実施の観点から急務

となっている。これら課題に対応してゆくために、本調査では以下の TOR に基づき業

務を行なった。 

1）DAB に関するセミナーの開催と資料作成 

2）アジア版アジュディケーター育成の方策検討 

3）円借款業務への助言と提言 

4）活動報告書の作成 

3. 調査は、京都大学と日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）の共同企業体に

より以下の日程で実施した。 

1）契約締結 ：2008 年 4 月 3 日 

2）ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008 年 4 月 24 日 

3）海外調査（英国） ：2008 年 4 月 28 日～5 月 1 日 

4）DRBF 会議（南ア） ：2008 年 5 月 2 日～5 月 4 日  

5）DRBF ワークショップ（南ア） ：2008 年 5 月 5 日～5 月 6 日 

6）DAB セミナー（京都） ：2008 年 7 月 11 日 

7）DAB セミナー（東京） ：2008 年 7 月 18 日 

8）DAB セミナー（Delhi） ：2008 年 8 月 22 日 

9）DAB セミナー（Manila） ：2008 年 8 月 28 日 

10）FIDIC 年次総会 ：2008 年 9 月 8 日～9 月 10 日 

11）ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008 年 9 月 30 日 

12）ﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008 年 10 月 31 日 
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DB の実態調査 

4. DAB/DB の海外における普及状況、教育訓練の実態、関連団体との協調の可能性を

把握するために海外調査を行なった。概要は以下の通りである。 

No. 調査組織 調査概要 

1 ロンドン大学ｷﾝｸﾞｽ･ｶﾚｯｼﾞ • 建設紛争解決の教育プログラムについて京都大

学との連携の可能性を確認 

2 英国土木学会（ICE、ロンドン） • 英国における標準契約約款の利用実態について

聴取 

• 英国における Adjudicationの実態について確認

• アジュディケーター育成に関わる ICEの取り組

みについて確認 

3 英国コンサルタント協会（ACE、

ロンドン） 

• ACEの Dispute Resolution Panelの設置について

聴取 

• アジュディケーターの登録規定（Dispute 

Resolution Programme）について聴取 

• アジュディケーターの育成方針について聴取 

• Adjudicator National List の立上について

AJCEとの協力の可能性について確認 

4 コルベット法律事務所（ロンドン） • アジュディケーター登録要件について意見交換

• アジュディケーター教育訓練の実施方法につい

て意見交換 

5 第 8回 DRBF国際会議 

（ケープタウン） 

• 世界における DBの現況と今後の方向性を確認

• 4 つのテーマ、「MDB/FIDIC における DB の設

置」、「定期的な現場訪問の実施」、「DB の裁定

とアドバイス」、「DB の費用」について現状を

確認 

6 DRBF ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾜｰｸｼｮｯﾌ 

（ケープタウン） 

• アジュディケーター候補者の教育訓練につい

て、その手法を確認 

7 DRBF国際会議アジアグループ 

（ケープタウン） 

• アジア各国の Adjudicationの実態について確認

• 教育訓練おける今後の協調について意見交換 

 

DB セミナー 

5. 以下の項目を目的として、日本（京都、東京）および海外（デリー、マニラ、ケベック）

においてセミナーを開催した。 

・ DB による紛争解決が増加している実態を説明すること 

・ DB に関わる基本的な知識と仕組みについて理解を促すこと 

・ DB の実際の適用例について説明し、その効果について理解を促すこと 

・ アジュディケーター育成計画企画案の骨子を説明すること 

・ セミナー参加者からの DB 運用に関わる意見を聴取し、育成計画作成の参考とする

こと 

6. セミナーの実施概要は以下の通りである。 
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No. 開催場所 開催日 参加人数 備考 

1 京都 7月 11日 9名 • 二部構成（第一部：JBIC調達関連文書の

改訂、第二部：DABの基礎と実務）によ

り実施 

• DABに関わるアンケート調査を実施 

2 東京 7月 18日 123名 • 二部構成により実施 

• DABに関わるアンケート調査を実施 

3 デリー 

（インド） 

8月 22日 16名 • FIDIC のインド支部協会（CEAI）の協力

を得て実施 

• 海運・陸運省の G. Sharan局長がインドに

おける建設紛争の実態について講演 

4 マニラ 

（フィリピン） 

8月 28日 111名 • DRBF のフィリピン代表 Salvador Castro

氏の協力を得て実施 

• フィリピンの建設紛争に関わる 6 つの団

体の支援を得た 

• Gordon Jaynes氏（FIDIC登録アジュディ

ケーター）による講演を実施 

• PICAM 前会長の Lazatin 氏がフィリピン

における建設紛争の実態について講演 

5 ケベック 

（カナダ） 

9月 9日 約 30名 • ASPAC総会において、アジアにおけるア

ジュディケーター育成計画アクションプ

ラン（案）を説明 

• ASPAC加盟国（合計 19カ国）のうち 10

カ国が参加 

• インドネシア、パキスタン、バングラデ

ィッシュが DABセミナーの開催を要望 

 

7. セミナーにおいて調査団は「DAB の基礎」および「DAB の実務」についてプレゼンテ

ーションを行なった。セミナー資料は以下の内容により構成した。 

1) DAB の基礎 

・ ADR（裁判外紛争解決）と DB（紛争裁定委員会）の関係 

・ DB の種類 

・ 常設 DB と臨時 DB の比較 

・ FIDIC 契約における DB の位置づけ 

・ FIDIC 契約に DB が導入された背景 

・ 標準契約約款における DB の導入状況 

・ FIDIC 契約におけるクレーム・紛争解決の全体的なプロセス 

・ FIDIC Red Book1999 年版における DB 関連条項の解説 

・ FIDIC Red Book1999 年版と MDB 版との主たる相違点 

2) DAB の実務 

・ DRBF の調査に基づく DB の普及実態 

・ DB と他の紛争解決手段との相違 
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・ DB 委員の資格要件 

・ DB 委員の選定と DB の設置 

・ DB 同意書の事例 

・ 現場訪問（site visit）の目的と実施の事例 

・ DB の紛争予防機能 

・ DB の費用と費用対効果 

・ アジュディケーターの登録の現状 

・ アジュディケーター育成に関わる教育・訓練・資格授与の方法 

・ アジアにおけるアジュディケーター育成方法の案 

・ DB の事例紹介（中国、マダガスカル、日本） 

8. FIDIC2008 年大会の開催中（9 月 9 日）に、FIDIC幹部（John Boyd 会長、Gregs Thomopulos 

次期会長、Enrico Vink 事務局長）と DB 育成に関する意見交換をおこなった。アクショ

ンプランにおいて想定されている新規の Adjudicator 育成機関（たとえば、京都大学経営

管理大学院の経営研究センターの下部組織）が実施する審査、ならびに National List を

維持することになる AJCE の関連活動に対しては、FIDIC からの支援が得られることが

確認された。 

9. セミナー参加者の DB に対する興味や意識、資格要件を満たすかどうかの認識などを調

査し、潜在的なアジュディケーター候補者の把握と育成の指針策定の参考とするため、

東京と京都におけるセミナー参加者に対してアンケート調査を行った。参加者合計 132

名のうち、51名から回答を得た。DB をやってみたい、興味がある、という回答は、全

体のほぼ半分（51%）であった。一方で、FIDIC のアジュディケーター登録要件につい

ては、「アジュディケーターに興味がある」と答えた回答者のうち「条件を満たしてい

ると思う」と回答した者は 23%に過ぎず、アジュディケーター育成のためには、希望者

の自己啓発や外部からの支援が必要である事が再確認された。 

アジア版アジュディケーター育成プラン 

10. 現在、DB に関係する国際機関として、DRBF、FIDIC、ICC などがある。それぞれ、マ

ニュアルやアジュディケーター認定制度等を設け、DB 導入に対する支援を行っている。

このほか、仲裁や調停等に関係する活動を行っている団体の中にも、新たな紛争解決手

段の 1 つとして DB制度に注目し、それぞれ導入の勧めやガイドラインの策定などの支

援を行っているものがある。アジア版アジュディケーター育成プランの立案に当たって

は、これら機関が実施しているプラクティスを参考とした。 

11. アジュディケーターの育成は以下の方針に基づき実施することを計画する。 

1）育成対象候補者 

日本及びアジアにおいて、DB に興味を持つ者のうち、アジュディケーターとしての最
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低限の要件を満たす者をスクリーニングし、育成対象とする。スクリーニング条件とし

て考えられるのは、（1）海外プロジェクトにおける実務経験年数、（2）英語力、（3）契

約管理/紛争解決/仲裁等の資格もしくは経験、である。 

2）育成施設・場所 

アジア地域主導による育成という観点から考えれば、アジア地域に、育成・資格審査、

その他情報提供等の支援を行うトレーニング・センターのような機関を設置するのが望

ましい。京都大学経営管理大学院では経営研究センターを下部機関として持ち、各種の

研究活動を行っており、現在、このセンターの下に「建設に関する法と経済国際会議」

を立ち上げようとしている。この会議を DAB アジュディケーター育成機関の母体とし、

育成プログラムや資格認定ワークショップの実施を行う事が可能であると考えられる。 

3）プログラム 

資質の高いアジュディケーターの育成と維持のためには、「アジュディケーター育成プ

ログラム」、「継続教育プログラム」、「DB普及プログラム」の 3 本のプログラムの開発

と運用が必要であると考えられる。この内、「アジュディケーター育成プログラム」に

ついては、さらに 3 つのセグメント（導入プログラム、基礎プログラム、実践プログラ

ム）による構成が効果的であると考えられる。 

4）資格要件、認定制度 

資格審査は、審査官等の人材、施設等のリソースを活用する事と、審査の中立性を確保

するために、上記育成機関が行うのが望ましいと考えられる。この審査を受けて、資格

の登録やリストの整備は、AJCE をはじめとする各国の FIDIC Member Association が行

う。 

5）育成講師 

講師の候補者として考えられるのは、DB アジュディケーター、弁護士、仲裁士、有識

者（研究者）、等である。講師の候補者は FIDIC 契約約款を熟知し、この約款の下での

契約管理・紛争解決の実務経験が豊富なことが求められる。実務重視のトレーニングと

するため、特に DB経験の豊富な人材の登用を進める。また、費用の観点から、アジア

地域で人材を調達する事が望ましい。 

6）育成費用 

育成には、育成機関開設と維持、教材作成、セミナー、トレーニング・コース開催に関

わる費用が必要と考えられる。これら費用の全てをセミナー受講料や資格審査・登録料

等、受講者からの収入でまかなおうとすると、受講者の負担が大きくなり、セミナー受

講や資格審査受験のインセンティブを失う事になりかねない。JBIC や他の開発金融機

関からの資金的支援を期待することが最も現実的と考えられる。 
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12. 上記の方針を踏まえて、調査団では①アジュディケーター育成・資格審査を主要な目的

とする新機関の設立、②AJCEほか、FIDIC Member Association によるアジュディケータ

ーNational List の整備を骨子とする、以下のようなアクションプランを提案する。 

 

Action Plan I：アジュディケーター育成・資格審査のための新機関の設立 

I-1： 新機関の設立と維持 

I-2： セミナー、トレーニング・ワークショップの開催 

＜導入プログラム＞ 

＜基礎プログラム＞ 

＜実践プログラム＞ 

I-3： アジアにおける DB普及のためのイントロダクションセミナーの開催 

I-4： DB に興味を持つ者、候補者への情報提供、定期的な（毎年等）カンファレンス

の開催 

I-5： アジア地域における、アジュディケーター資格審査の開催 

 

Action Plan II：FIDIC アジュディケーターNational List 整備を支援 

II-1： 日本における FIDIC National List の整備 

II-2： アジアにおける FIDIC National List の整備に協力 

II-3： National List に基づく DB の指名に協力 

 

アジュディケーター育成に向けた課題 

13. 以上の育成計画を実行するにあたり、考えられる課題は以下の通りである。 

1) 実務に即した教育の実施 

DB の実務には、契約や技術の知識のみならず、紛争解決の豊富な経験が不可欠である。

FIDIC では、資格審査においてもトレーニングにおいても、実務を重視している。本調

査で提言する教育プログラムも、できるだけ実務に基づいた講義内容、ケーススタディ

を取り入れる事としているが、これに加えて実際にプロジェクト中でアジュディケーシ

ョンを経験する事も不可欠であろう。従って、実際に DB を採用しているプロジェクト

に研修生として参加する、DB 研修のプログラムを実施すること、このような受け入れ

先プロジェクトの確保が重要である。 また、セミナー、トレーニング・ワークショッ

プの講師にも実務家を積極的に取り入れる事が推奨される。 

2) FIDIC や DRBF との連携 

今回提言する DB 育成、普及プログラムは、FIDIC の National List とリンクするなど、

FIDIC と適宜連携する事を念頭に置いている。一方で、DRBF も資格認定とリストの作

成を検討しており、FIDIC のリストと競合する可能性も考えられる。このような競合性
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を極力排除し、協力関係を構築し、維持することが重要である。 

3) 資金面の問題 

新機関の活動には、JBIC やその他の官・民の機関からの資金調達が不可欠である。新

機関の計画段階から、必要な資金を計算し、JBIC や開発金融機関、その他支援を受け

られそうな機関へ打診を行い、資金調達についても目処をつけておくことが重要である。

資金調達は本プロジェクトの根幹である。 

4) 発注者を含めた、ステイクホルダーの意識向上 

特に開発途上国においては、双務契約や契約の確実な履行に対する意識が先進国と比べ

て薄く、DB 条項を取り入れても発注者の都合の良いように解釈され、結局はうまく機

能しないのではないかという懸念がある。また、インドのように DB の制度と国内の法

律や文化との相反が問題になる場合もある。このため、DB が積極的に、かつ有効に利

用されるように、発注者はもちろんのこと、コントラクター、コンサルタント等プロジ

ェクトに関わる者全員の意識を向上させる必要がある。法的・文化的な障壁に対しても、

DB の制度、法律・文化の両方が歩み寄る必要があるであろう。このため、アクション

プランで提言したように、DB の育成、継続教育のみならず、ステイクホルダー全体を

対象としたイントロダクションセミナーの実施が重要である。 
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第1章 調査業務概要 

1.1 調査の背景 

国際協力銀行（JBIC）の標準入札書類（土木）は 1999 年に、国際コンサルティング・エン

ジニア連盟（FIDIC）の土木建設契約条件書 1987年版を組み入れて発行され、現在、各国向け

円借款の土木建設契約でのその使用が推奨されている。他方、FIDIC は 1999 年に新版を発行

し、更に世銀・ADB 等は FIDIC と共同で 1999 年版を元に Multilateral Development Bank 

Harmonized Edition（以下「MDB版」）を 2005年に発行した。現在、MDB版は各行の融資事業

で使用されており、JBICも新 JICAへの移行を機にMDB版への移行を検討している。 

MDB版の特徴の一つとして、紛争解決処理のための DAB(Dispute Adjudication Board)の設置

がある。しかしながら、現状、DAB コストの問題が指摘されており、その要因の一つとして

はアジュディケーターの殆どが欧米人であり、円借款案件の実施国での欧米人を雇用すると旅

費等が多額に必要になることがあげられる。円借款案件でも今後、MDB 版を標準入札書類と

して採用した場合、DAB の設置が増加することが考えられるが、円借款借入国の大半を占め

るアジア地域におけるアジュディケーター育成は、今後の円借款案件の円滑な実施のために急

務となっている。円借款融資を行う公的機関である JBIC及び新 JICAがリードして DAB導入

に関する人材育成の面からも支援していく必要がある。 

同時に、借入人・実施機関、本邦コンサルタント・建設会社等の円借款案件のステークホル

ダーが DABに関する知識を共有することが必要となっている。 

1.2 調査の内容 

本調査の内容（TOR）は以下の 4項目である。 

（1）TOR 1：DABに関するセミナーの開催と資料作成 

・ 国内及び国外において、円借款案件他の実施機関、コントラクター、コンサルタント

も招聘し、多角的に DABの実態と効果を議論し、関係者に理解を求める。 

・ JBIC が実施する円借款調達セミナー、事務所による実施機関等向け説明等において

使用可能な説明資料を作成する。 

（2）TOR 2：アジア版アジュディケーター育成の方策検討 

・ 現在の FIDIC におけるアジュディケーター認定の手続きの詳細を調査し、望まれる

アジュディケーターの要件を洗い出す。 

・ それを踏まえ、アジア版アジュディケーター育成を JBICが支援するための実効性の

ある方策を検討、アクションプランを作成する。検討にあたっては、アジア各国関係

団体との協議も踏まえ、現行の FIDIC 認定制度のもとでのアジュディケーター育成

とするか、別途認定制度を構築するかについてのオプションも含めて検討する。 

・ 本アクションプランは、FIDIC・アジア太平洋地域部会（ASPAC）総会（2008 年 9

月）他において発表し、今後のプラン実施に関係者の協力と理解を求める。 

（3）TOR 3：円借款業務への助言と提言 

・ 調査期間中に JBICが紛争の未然防止、安全対策強化等のため個別の円借款事業につ



1 -   2

いて DAB設置に係る検討等を行なう場合に、アジュディケーター候補者リストの提

供等の助言を JBICに対して行う。 

（4）TOR 4：活動報告書作成 

・ 以上の活動を報告書にまとめる。 

1.3 調査方法・体制 

調査は、京都大学と日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）の共同企業体により

実施され、以下の団員が業務を担当した。 

 

担当業務 氏 名 所 属 

団長／国際契約専門家 大本 俊彦 京都大学 

プロジェクト監理専門家 林 幸伸 AJCE 

業務支援 大島 都江 

京都大学 

 

京都大学及び AJCEにおける業務支援体制を次表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務支援体制 

 

1.4 調査スケジュール 

調査は 2008年 4月から 2008年 10月の期間に、日本、英国、南アフリカ、インド、フィリ

ピン、カナダで実施した。主なマイルストーンは以下の通りである。 

1）契約締結 ：2008年 4月 3 日 

2）ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008年 4月 24 日 

 
 作業チーム 

• 大本 俊彦 

• 林 幸伸 

          京都大学        

技術支援       運営支援 

支援要員(大島都江)  経済学研究科会計掛 

経営管理大学院     （浅井孝夫） 

         AJCE          

技術支援     運営支援 

事務局長      事務局 

タスクフォース   （事務局長：山下佳彦）

ASPAC 分科会 
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3）海外調査（英国） ：2008年 4月 28 日～5月 1 日 

4）DRBF会議（南ア） ：2008年 5月 2 日～5月 4 日  

5）DRBF ワークショップ（南ア） ：2008年 5月 5 日～5月 6 日 

6）DABセミナー（京都） ：2008年 7月 11 日 

7）DABセミナー（東京） ：2008年 7月 18 日 

8）DABセミナー（Delhi） ：2008年 8月 22 日 

9）DABセミナー（Manila） ：2008年 8月 28 日 

10）FIDIC年次総会 ：2008年 9月 8 日～9月 10 日 

11）ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008年 9月 30 日 

12）ﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出 ：2008年 10月 31 日 
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第2章 DB の実態調査 

2.1 キングス大学（King’s College, London） 

2.1.1 概要 

2008年 4月 28日（17：00～18：30）に、King’s CollegeのMs. Luise Barrington（Director, Centre 

of Construction Law and Dispute Resolution）および建設紛争分野の法律家である Mr. Robert 

Knutson（Chartered Arbitrator, Lawyer）と面談し、紛争解決に関わる意見交換を行なった。 

2.1.2 意見交換内容 

1) FIDIC Silver Bookが Turnkey Contractに用いられるようになってきたが、契約当事者間で責

任分担のバランスが悪いとの評判がある。Mr. Knutsonが編集に参加した ICC Model Turnkey 

Contract for Major Projectsは、契約両当事者のどちらにもフェアー、仕事のスコープの明瞭

さ、リスク分担の完璧さ、を特徴として作成された。 

2) King’s College ではアジアにおけるアジュディケーター育成計画に協力できるかもしれな

い。シンガポール国立大学に King’s Collegeとの提携で”Construction Law and Arbitration”の

コースを作ったが，京都大学との間でも同様なことが考えられる。また，King’s Collegeと

京都大学で共同研究協定を結ぶことも考えられる。 

 

2.2 英国土木学会（ICE） 

2.2.1 概要 

2008年 4月 29日（10：00～12：30）にロンドンの ICE (Institute of Civil Engineers)事務所に

おいてMr. John Hawkins （Manager, Management Procurement and Law）に面談し、ICEの紛争解

決に関わる取組みについて聴取した。 

2.2.2 聴取内容 

1) 英国では、FIDIC約款のベースとなった ICE約款が長年用いられてきたが、90年代後半か

ら NEC約款（New Engineering Contract）が普及し始め、今では、これが支配的になってい

る。 

2) 80 年代から 90 年代にかけて建設産業の不況があり、不払い、支払い遅延などの状況が発

生していた。このときレイザムレポート（Lathum Report）に基づいて、契約紛争をアジュ

ディケーション（Statutory Adjudication）で解決すべきことが法律で定められた。このよう

な状況の下で、アジュディケーションを取り込み、キャッシュ・フローを改善する様な支

払い条件を備えた新しい一般条件書である NEC約款が作成された。政府が使用を推薦して

おり、地方自治体でも使われるようになってきている。 

3) NEC約款では、ICE約款（FIDIC４版）の「Engineer's Decision」をなくし、紛争は Statutory 
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Adjudicationで解決する。契約履行監理には Project Managerをおき、発注者の代理をする。

これによって、これまでの契約管理主体から、マネジメントを主体とするプロジェクト運

営に変えた。また、平易で誤解の生まれない英語を用いている。 

4) Statutory Adjudicationの法律が出来るまでは、ICEが関与した仲裁は年に 50件以上あった。

今では、2～3件のみである。 

5) DB Adjudicatorとして、現在 28名がリストされている。これまで 2件しか指名していない。

Statutory Adjudicationがうまくいっているため、また法律上の Adjudicationと両立させるの

が難しい。 

6) 国際的な展開として、ICEの各国代表（Country Representative）を通じて National Listを作

ることを計画している。 

 

2.3 英国コンサルタント協会（ACE） 

2.3.1 概要 

2008年4月29日（13：00～14:45）にロンドンのACE (Association of Consultancy and Engineering) 

事務所においてMs Nora Fung (Legal Director)に面談し、ACEの紛争解決に関わる取組みについ

て聴取した。 

2.3.2 聴取内容 

1) ACEでは、建設業界からの要望を受け、独自の Dispute Resolution Panelの設置を準備中で

ある。パネルは、adjudication, mediation, arbitrationの 3種類について設置される。また、expert 

witnessについても別枠で認定登録する予定である。 

2) ACEでは、1996年に英国で執行となった建設法に規定される、Statutory Adjudicatorのリス

トを先ず作成する。会員企業のうち約 300 社に登録の対象となる人材が存在するものと想

定されている。 

3) このため，ACEでは、アジュディケーターの登録規定（Dispute Resolution Programme）を

作成中である。本文書におけるアジュディケーターに関連する部分の構成は以下の通りで

ある。 

• ACE Adjudication Panel – criteria for admission 

• Application Procedure for ACE’s Panel of Adjudicators 

• Criteria for acceptance on ACE‘s Adjudicator training programme 

• Procedure to be followed when ACE is asked to act as an ANB 

• ACE Adjudication Rules 

• Fees to ACE 

4) 申請は ACEの会員企業に限定され、その手続きは大きく 2 段階を考えている。第一段階は

Adjudication Assessment Workshop への参加である。第二段階では、申請者は最大 6 ページ

の申請書を ACEに提出し、Dispute Resolution Groupのインタビューを経て登録されること
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になる。 

5) Adjudicators Assessment Courseは、ACE自体はこれを実施する体制に無いので外部の組織

（Ladymead Projects や Center for Effective Dispute Resolution）に委託する予定である。 

6) 今後の予定としては、2008年 6月に adjudicatorの assessment criteria、同 8月に mediatorの

assessment criteriaを最終化する予定である。Assessment Panelについては年 1 回実施する予

定である。 

7) FIDICの DB Adjustor National Listの立上については、要請に応じ AJCEなど他の FIDIC 会

員協会への協力・協調も行ないたい。ACEに DBアジュディケータの指名依頼があったと

きには Dispute Resolution Panelに登録されている Arbitrators, Mediators, Adjudicatorsの中か

らプロジェクトに適切な人を選ぶ。 

 

2.4 コルベット法律事務所 

2.4.1 概要 

2008年 4月 29日（17：00～18:30）に建設紛争を専門とするコルベット法律事務所 (Corbett 

& CO) 事務所においてMr. Edward Corbett （Solicitor, International Construction Lawyer）に面談

し、紛争解決に関わる課題について意見交換を行なった。なお，コルベット氏は FIDIC Red Book 

1987年版の参考書「FIDIC Legal Guide」の著者である。 

2.4.2 意見交換内容 

1) Adjudicator National Listの作成に当たっては、FIDIC President's Listと同等の審査基準を満

たす必要があると考えられる。 

2) 教育訓練プログラムの立案については、例えば日本の契約管理に経験のあるコンサルタン

トが、DB メンバーを務めるにはどのような追加の教育・訓練が必要であるのかを具体的

に検討する方法が考えられる。 

3) 現在、DABの決定は契約上拘束力があるとなっていても、不払いで、決定をベースとして

再交渉に入り、新たな妥協で解決している例が多い。これをはっきりと仲裁で契約不履行

に対する Summary Judgement（最終決定）を出すようにすると、不満な当事者が内容に付

いての仲裁を後に申し立てた場合、反対の結論が出る可能性はあり、その場合当局政府は

請負者から払った金を取り返すことになり、難しい。ここに DAB 採用を発注者が渋る一因

がある。 

 

2.5 DRBF国際会議 

2.5.1 概要 

2008年 5月 2日から 5月 3日に、南アフリカ・ケープタウンにて開催された DRBF（Dispute 

Resolution Board Foundation）の第８回国際会議に参加し、世界における DBの現況と今後の方
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向性を確認した。会議には 16 カ国からの DRBF国別代表が参加し、参加者の総数は約 140名

であった。 

2.5.2 会議内容 

会議は添付資料-1.1に示すプログラムに従って進められた。会議の概要は以下の通りであっ

た。 

（一日目） 

DRBF 会長のMr. Gwyn Owenより開催の挨拶が述べられた後、2010年の FIFA ワールドカッ

プの南ア運営委員会のMr. Mansoor Parkerより基調講演が行なわれた。 

その後、以下のプレゼンテーションが行なわれた。 

1） マダガスカルにおける港湾プロジェクトにおける DBの運営（Mr. Chris Beaumont/Rio Tinto） 

2） ICCにおける ADRと DB（Ms Melanie Meillhac/ICC） 

3） アフリカにおける DB の運用（Mr. Ahmed Mohamed Benbarka/AfDB, Dr. Gaston Kenfack 

Douajni/APAA） 

 

（二日目） 

次の 2つのテーマについてプレゼンテーションが行なわれた。 

1) 仏語圏アフリカにおける DBの経験（Mr. David Brown, Mr. Jean-Francois Boucly, Mr. Mark 

Frilet） 

2) 英語圏アフリカにおける DBの経験（Mr. David Keyser, Dr. Muthadir Ali, Mr. Paul Taggart） 

 

（三日目） 

参加者を 4つのグループに分け、次の 4つのテーマについてディスカッションが行なわれた。

各グループには、DRBFの DB 実務経験者が指導者として加わった。指導者が各グループを廻

ることによって，参加者がすべてのテーマについて議論する機会が与えられた。 

1) MDB/FIDICにおける DBの設置（指導担当：Mr. Cyril Chern） 

2) 定期的な現場訪問の実施（指導担当：Mr. Romano Allione） 

3) DBの裁定とアドバイス（指導担当：Mr. Mark Hachett） 

4) DBの費用（指導担当：Nicholas Gould） 

 

2.6 DRBFトレーニングワークショップ 

2.6.1 概要 

DRBF国際会議に引続き、2008年 5月 4日から 5月 5日に開催された「FIDIC MDB版にお

ける DBの運用に関わる 2日間のトレーニングワークショップ（Training Workshop on Successful 

Use of Dispute Boards under FIDIC MDB Harmonized Conditions of Contract）に参加し、DBメンバ

ー育成のための教育訓練の現場を確認した。本ワークショップは DRBFと FIDICの共催により
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実施されたもので、19 カ国から約 50名が参加した。 

尚、本ワークショップにおいて、調査団の大本教授は議長（Workshop Convenor）を務めた。 

2.6.2 ワークショップ内容 

１） 一日目 

大本教授によりワークショップの全体説明が行なわれた（添付資料-1.2 参照）。引き続き、

Mr. Gordon L. Jaynesにより FIDIC MDB Harmonized Editionの第 20条「クレーム、紛争および

仲裁」の骨子についてプレゼンテーションが行なわれた。 

本セミナーでは建設紛争にかかわりが深い５つのエリアを以下の通り特定した。建設紛争分

野で深い実践経験を有する担当のチューターが其々のエリアの紛争の原因について解説を行

なった。 

 

 紛争のエリア チューター 

1 工事の管理、保険、ファイナンス、現場

の保有、および工事の引渡し 

（Care of Works, Insurance, Financing, 

Possession of Site and Taking Over） 

Mr. Robert J Smith, 

Akerman Senterfitt Wickwire Gavin 

FIDICアジュディケーター 

 

2 設計、気象条件および地盤条件 

(Design, Climatic and Ground Conditions) 

Mr. James J Brady, 

B-U Corporation 

次期 DRBF 会長 

3 指示、価格算定および変更 

(Instructions, Pricing and Variations) 

Mr. Andy Griffis, 

Goba (Pty) Ltd. 

DRBF 南アフリカ代表 

4 物価変動と価格変動 

(Escalation and Price Variation) 

Mr. Murray Armes, 

Probyn Miers Limited 

DRBF英国代表 

5 工期遅延分析と工期延長 

(Delay Analysis and Extension of Time) 

Ms Marianne C Ramey, 

Project Advisors International 

DRBF理事 

 

その後、参加者は 5つのグループに分かれ、各グループにはチューターが一名づつ加わった。

上記の各課題における想定紛争シナリオに基づき、ロールプレイや討議を通じて紛争の解決に

ついてアジュディケーターとしてどの様に判断すべきかの学習が行なわれた。一日目は 2つの

課題についてトレーニングを実施した。各セッションは 1 時間 45分の時間配分で実施された。 
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２） 二日目 

二日目は残りの 3つの課題についてトレーニングを実施した。その後、各チューターが各セ

ッションにおける総評を行い、最後に参加者に対して修了書の授与が行なわれた。 

 

今回のワークショップで確認されたトレーニングの方法は、参加者の学習意欲を持続させる

ためにも有効であり、今後、研修プログラムを開発するための良い事例となると考えれる。 

 

2.7 DRBF国際会議アジアグループとの協議 

2.7.1 概要 

2008年 5月 3日 （14：00～15：30）に、アジアとオセアニアからからの DRBF 会議参加者

と DBの育成について意見交換を行なった。参加者は以下の通りであった。 

 

フィリピン ：Mr. Salvador P. Castro Jr. (SPCastro and Associates, Inc) 

シンガポール ：Mr. Chris Redfearn (Commercial Solutions International) 

オーストラリア ：Mr. Graeme M. Peck (G.M. Peck & Associate PTY. Ltd.)、DRBA 会長 

 Mr. Graham Easton (G R Easton PTY. Ltd.) 

2.7.2 意見交換内容 

1) DRBFの国別組織として、豪州・ニュージーランドを対象とした Dispute Resolution Board of 

Australasia Inc (DRBA) が存在する。現在会員は 62名であり、この内 35名は DRBFの会員

である。DBメンバーの育成のために、2008年 3月 1日にセミナーを開催した。DBメンバ

ーの養成は容易ではない。（ウェブサイトの情報によると豪州・ニュージーランドにおける

DBの適用プロジェクトは 13 案件である。） 

2) フィリピンでは DBの適用例は 2件のみでありその内の 1件は途中でキャンセルされた。

フィリピンにおいても DBメンバーをどのように育成すべきかは喫緊の課題である。 

3) シンガポールにおいても、DBはまだ普及しておらず、DBメンバーをどのように育成すべ

きかは今後の課題である。 

4) FIDIC契約書に関わるセミナー が CECOPHIL と DRBF-Manilaの共催で 2008年 8月 26日

～27 日に開催される予定である。JBIC の DAB セミナーもこの時期に合わせて開催

し、.Salvator Castro 氏の協力を得られることを確認した。 
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第3章 DB セミナー 

3.1 セミナーの目的と対象者 

以下を目的として、日本（京都、東京）および海外（デリー、マニラ、ケベック）において

セミナーを開催した。 

・ DB による紛争解決が増加している実態を説明すること 

・ DB に関わる基本的な知識と仕組みについて理解を促すこと 

・ DB の実際の適用例について説明し、その効果について理解を促すこと 

・ アジュディケーター育成計画企画案の骨子を説明すること 

・ セミナー参加者からの DB 運用に関わる意見を聴取し、育成計画作成の参考とすること 

 

セミナーは、開発援助機関職員、円借款事業発注者、コントラクター、プラント製造、コン

サルタント、建設関連協会、商社、教育機関、法律家等を対象として計画し、プログラムの開

発を行なった。 

3.2 京都セミナー 

3.2.1 概要 

2008 年 7 月 11 日（14：00～17：00）に京都大学において実施した。セミナー資料を添付資

料-2 に示す。 

3.2.2 参加者 

合計で 9 名が参加し、その内訳は、コントラクター（2 名）、プラント製造（2 名）コンサル

タント（1 名）、教育機関（4 名）であった。 

3.2.3 プログラム 

プログラムは大きく 2 部で構成し、第一部において現在改定作業が行なわれている JBIC 調

達ガイドラインと、DB が導入される標準入札書類（土木工事）の説明が JBIC により行なわれ

た。第二部において DB についての基本的な事項の説明と、実践面での解説が調査団により行

なわれた。また、これらのプレゼンテーションに引続きパネルディスカッションと質疑応答を

おこなった。 

【第一部】 

１． JBIC ガイドライン・標準入札書類改訂について（国際協力銀行・宮尾泰助課長） 

【第二部】 

２． アジア地域における DAB・アジュディケーター育成計画について（国際協力銀行・

宮尾泰助課長） 

３．FIDIC 契約約款における DAB の位置付け（AJCE・林幸伸会員） 
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４．DAB の実務（京都大学・大本俊彦教授） 

５．パネルディスカッション 

3.2.4 講演内容 

1) FIDIC 契約約款における DAB の位置付け（AJCE・林幸伸会員） 

DB に関わる基本的な知識と仕組みについて参加者の理解を深めるために、以下の項目につ

いて解説を行なった。 

・ ADR（裁判外紛争解決）と DB（紛争裁定委員会）の関係 

・ DB の種類 

・ 常設 DB と臨時 DB の比較 

・ FIDIC 契約における DB の位置づけ 

・ FIDIC 契約に DB が導入された背景 

・ 標準契約約款における DB の導入状況 

・ FIDIC 契約におけるクレーム・紛争解決の全体的なプロセス 

・ FIDIC Red Book1999 年版における DB 関連条項の解説 

・ FIDIC Red Book1999 年版と MDB版との主たる相違点 

 

2) DAB の実務（京都大学・大本俊彦教授） 

DB の実際の運用とその効果について参加者の理解を深めるために、以下の項目について解

説を行なった。 

・ DRBF の調査に基づく DB の普及実態 

・ DB と他の紛争解決手段との相違 

・ DB 委員の資格要件 

・ DB 委員の選定と DB の設置 

・ DB同意書の事例 

・ 現場訪問（site visit）の目的と実施の事例 

・ DB の紛争予防機能 

・ DB の費用と費用対効果 

・ アジュディケーターの登録の現状 

・ アジュディケーター育成に関わる教育・訓練・資格授与の方法 

・ アジアにおけるアジュディケーター育成方法の案 

・ DB の事例紹介（中国、マダガスカル、日本） 

3.2.5 パネルディスカッション 

講演に引続き、以下のメンバーによりパネルディスカッションが行われた。 

（1） 宮尾泰助、国際協力銀行、課長 
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（2） 大本俊彦、京都大学、教授（モデレーター） 

（3） 林幸伸、AJCE 

（4） 傳 暁、大成建設 国際支店土木部長 

 

パネルディスカッションにおける議論や質疑応答を通して、以下の解説やコメントがパネラ

ーによりなされた。 

1) トルコの海峡横断鉄道整備事業では、FIDIC Silver Book を契約約款としているが、標準と

されている臨時 DB ではなく、常設 DB が採用されている。 

2) DB は契約調印後 28 日以内に設置する事とされているが、実際に 28 日以内に設置する事

は困難であり、この結果 DB が設置されないままプロジェクトが進行する例が見られる。

契約調印前から準備をすすめる必要がある。 

3) DRBF の調査データによれば、DB を採用したプロジェクトの 98％が仲裁に発展すること

が無かった。DB の紛争発展抑止効果を裏付けるデータであると考えられる。 

4) DB の出した Decision はその後の仲裁・訴訟でも考慮される。そのため、DB の判断が最終

となる場合が多い。 

5) DB は紛争に発展する可能性のある事象に対して、問題提起をすることができる。プロジ

ェクト関係者全員が問題を明確に意識・共有することで問題の早期解決につながる。 

 

また、パネラー、参加者より DB の運用に関連して以下のコメントや意見が聴取された。 

 

1) スロバキアの道路プロジェクトにおける紛争の事例が紹介された。工事自体は、賞をもら

う程の出来であったのに、支払の問題により紛争に発展した。コントラクターの立場から

は、今後取るべき方向性として、①紛争の少ない契約形態（コストプラスフィー方式など）

の選択、②仲裁に行かない為に DB を採用、を考えている。また、海外の建設業者は日本

企業に比べ海外工事の利益率が高いが、日本企業は海外でクレームを適切にしていないこ

とがその原因の一つではないか、と考える。 

2) 社内ではまだ DB の有効性について認識が高くないが、原因の一つとして公正な判断を下

せる人を選任できるかどうかに不安があることにある。 

3) 適切なアジュディケーターを選定できるという担保があれば、コントラクターとしては DB

を導入したいと思うのではないかと考える。 

 

3.3 東京セミナー 

3.3.1 概要 

2008 年 7 月 18 日（14：00～17：00）に国際協力銀行において実施した。セミナー資料を添

付資料-3 に示す。（プレゼンテーションに関わる資料は京都セミナーと同様のため、式次第の

みを添付する） 
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3.3.2 参加者 

合計で 123 名が参加し、その内訳は、コントラクター（39 名）、プラント製造（17 名）コン

サルタント（43 名）、建設関連協会（8 名）、金融（2 名）、教育機関（2 名）、商社（6 名）、そ

の他（6 名）であった。 

3.3.3 プログラム 

京都セミナーと同様のプログラムにより実施した。 

3.3.4 講演内容 

京都セミナーと同様の講演内容により実施した。 

3.3.5 パネルディスカッション 

講演に引続き、以下のパネラーによりパネルディスカッションが行われた。 

（1） 宮尾泰助、国際協力銀行、課長 

（2） 大本俊彦、京都大学、教授 

（3） 林幸伸、AJCE 

（4） 安藤正司、大豊建設 執行役員 海外支店長 

（5） 大西正光、京都大学工学研究科 助教（モデレーター） 

 

パネルディスカッションにおける議論や質疑応答を通して、以下の解説やコメントがパネラ

ーによりなされた。 

1) モデレータより、これまでの講演内容のキーポイントとして、(1) DAB は有効な可能性が

高いが、発注者の理解を得ることが重要、(2) DAB の効果としては、発生した紛争の効率

的解決と紛争の予防の２つが挙げられる、(3) DAB 導入の必要性としては、エンジニアの

困難な立場の解決にも効果があり、プロジェクトの円滑な実施に資することが挙げられる、

の 3点が要約された。 

2) 紛争解決の手段は多様であるが、いずれにせよ、裁定を下す人の資質と能力が重要である。

DAB は紛争の予防機能が期待されているが、このアピール点を大事にして実績を積んでい

くことが求められている。 

3) エンジニアの立場については、プロフェッショナルな立場からクレームに対して公平な決

定（fair determination）を行うという義務については変わるものではない。 

4) Silver Book の使用例が増えているが、DAB を推進する立場の人々は、FIDIC Yellow Book

と Silver Book のアドホックの方式は良くないと主張している。先週の京都セミナーではシ

ルバーブックを基本としながらも、DAB については契約当事者の合意の上で臨時 DB から
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常設 DB に切り替えた素晴らしい事例も紹介された。 

 

また、パネラー、参加者より DB の運用に関連して以下のコメントや意見が聴取された。 

 

1) マダガスカルの港湾プロジェクトの DAB 実施事例が紹介された。これは、世銀融資と現地

資金によるプロジェクトであり、最初から常設 DAB を採用し非常に成功した。3回目の現

地訪問において、4 回目以降の現地訪問は問題のない限り行わないこととなり、結局現地

訪問は 3 回まで実施されている。同時に、リテイナー期間は契約の最後まで継続するが、

リテイナー費用を半額とすることも決められた。成功した要因は関係３者がフォーザプロ

ジェクトという観点で一致していたためと感じている。 

2) （上記プロジェクトにおいて DAB として適正な人間を選ぶのに問題はなかったかの質問

に対し）FIDIC のプレジデントリストから選ぶという契約条件であり、コントラクター側

は日本人ということで大本教授となった。発注者の理解と見識が高いプロジェクトであっ

た。一方で信頼のおけるリストの重要性も感じた。 

3) かつて FIDIC Yellow Book をベースとした契約で、アドホック形式の 1 名の DAB を設立し

た。しかしながら、メンバーが当該国の仲裁協会の会長になるように指定されており、結

局、仲裁に進むことになった。契約図書が最初から片務的にならないよう配慮することが

重要である。 

4) DB の費用水準として、リテイナー費 6,000 US＄/人月、1 日当たりの報酬として 3,000 US

＄/人日という話があったが、現地の発注者を説得することが課題であると思われる。 

5) DB に関連してエンジニアが不要になるのではとの意見もあるが、決してそんなことはな

い。毎日の工事をみているのはエンジニアである。エンジニアの機能が低ければ DB も効

率的に働かない可能性がある。DAB方式の採用でエンジニアの重要性も増すと考えている。 

3.4 デリー・セミナー 

3.4.1 概要 

2008 年 8 月 22 日（16：00～18：00）にニューデリーの India Habitat Center において実施し

た。セミナー資料を添付資料-4 に示す。本セミナーは FIDIC のインド支部協会である CEAI 

(Consulting Engineers Association of India)の会長を務める K.K. Kapila氏の協力を得て実施された。

また、インドにおける建設契約の紛争解決の現状について、海運・陸運省（Ministry of Shipping 

and Road Transport）の Sharan局長がプレゼンテーションを行なった。 

3.4.2 参加者 

合計で 16 名が参加し、その内訳は、発注者機関（1 名）、民間セクター（2 名）、紛争解決専

門家（6 名）、国際協力銀行（5 名）、その他（2 名）であった。 
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3.4.3 プログラム 

セミナーは以下のプログラムにより構成した。 

1. Opening Address（K.K. Kapila 会長） 

2. Opening  Address（国際協力銀行・入柿秀俊ニューデリー首席駐在員） 

3. JBIC’s New Sample Documents and DAB in FIDIC 1999 and MDB Harmonized 

Conditions for Construction（AJCE・林幸伸会員） 

4. Practice of Dispute Boards（京都大学・大本俊彦教授） 

5. Practice for Dispute Resolution in India (G. Sharan, Director General (Road Development), 

& Special Secretary, Ministry of Shipping and Road Transport) 

 

3.4.4 講演内容（調査団） 

1) JBIC’s New Sample Documents and DAB in FIDIC 1999 and MDB Harmonized Conditions for 

Construction（AJCE・林幸伸会員） 

JBICの発行する入札関連書類とDBに関わる基本的な知識と仕組みについて参加者の理解を

深めるために、以下の項目について解説を行なった。 

・ JBIC の発行する入札関連書類について 

・ ADR（裁判外紛争解決）と DB（紛争裁定委員会）の関係 

・ DB の種類 

・ 常設 DB と臨時 DB の比較 

・ FIDIC 契約における DB の位置づけ 

・ FIDIC 契約におけるクレーム・紛争解決の全体的なプロセス 

・ FIDIC Red Book1999 年版における DB 関連条項の解説 

・ FIDIC Red Book1999 年版と MDB版との主たる相違点 

 

2) Practice of Dispute Boards（京都大学・大本俊彦教授） 

DB の実際の運用とその効果について参加者の理解を深めるために、以下の項目について解

説を行なった。 

・ DRBF の調査に基づく DB の普及実態 

・ DB と他の紛争解決手段との相違 

・ DB 委員の資格要件 

・ DB 委員の選定と DB の設置 

・ DB同意書の事例 

・ 現場訪問（site visit）の目的と実施の事例 

・ DB の紛争予防機能 

・ DB の費用と費用対効果 
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・ アジュディケーターの登録の現状 

・ アジュディケーター育成に関わる教育・訓練・資格授与の方法 

・ アジアにおけるアジュディケーター育成方法の案 

3.4.5 インドにおける紛争解決の現状 

本セミナーを通してインドにおける紛争解決に関わる現状について以下の知見を得た。 

 

1) CEAI では、FIDIC 契約の契約管理に関するトレーニングセミナーを精力的に実施してい

る。これまで、FIDIC の支援を得て、年 4 回程度のセミナーをデリーやムンバイで行な

ってきている。将来的には、FIDIC Training Center の設立も構想している。 

2) インドでは紛争解決の手段としてアジュディケーションは普及していない。従って、

adjudicator listも現在のところ存在しない。 

3) インドにおける紛争解決は、紛争解決委員会（Dispute Review Board）、仲裁（Arbitration）、

裁判（Court）のプロセスを経ることが一般的である。仲裁は Arbitration and Conciliation Act 

1996 に従って行なわれる。 

4) Dispute Review Board の勧告は法的な拘束力がなく、仲裁における裁定も尊重されない風

潮にあることから、紛争が長期化する傾向にあることが顕著な問題となっている。 

5) しかし、アジアにおける国際的な DAB に対するアジュディケーター育成には賛成であり、

協力を行ないたい。 

3.5 マニラ・セミナー 

3.5.1 概要 

2008 年 8 月 28 日（8：00～14：00）にマニラの The Linden Suites において実施した。セミナ

ー資料を添付資料-5 に示す。 

本セミナーは DRBF のフィリピン代表である Salvador P. Castro氏の協力を得て実施された。

同氏はまた、FIDIC のフィリピン支部協会である CECOPHIL (Council of Engineering Consultants 

of the Philippines)の会長を過去に務めており、現在は ASPAC（FIDIC Asia Pacific）の理事を務

めている。本セミナーの開催に当たっては、同氏の人脈により以下の協会の支援を得ることが

できた。 

・ DRBF（Dispute Resolution Board Foundation）フィリピン国支部 

・ CECOPHIL (Council of Engineering Consultants of the Philippines) 

・ PCA (Philippine Construction Association) 

・ PDRCI (Philippine Dispute Resolution Center, Inc) 

・ PICAM (Philippine Institute of Construction Arbitrators and Mediators, Inc.) 

・ POCB (Philippine Overseas Construction Board) 
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本セミナーでは調査団側のプレゼンターとして、Construction Lawyer の重鎮である Gordon L. 

Jaynes氏にも参加いただき、「Becoming a Dispute Board Member」と題するプレゼンテーション

を提供した。同氏は、FIDIC のアジュディケーター審査委員会（APA：Assessment Panel for 

Arbitrators）の委員を務めている。 

また、フィリピンにおける建設契約の紛争解決の現状について、PICAM の前会長である

Victor P. Lazatin氏がプレゼンテーションを行なった。 

3.5.2 参加者 

合計で 111 名が参加し、その内訳は、発注者機関（7 名）、国際金融機関（12 名）、IRR-B

（Implementing Rules and Regulations of Republic Act No. 9184）作業委員会（7 名）、コントラク

ター（18 名）、コンサルタント（27 名）、国外ゲスト（5 名）、裁判官（1 名）、教育・研究機関

（2 名）、専門職業協会（10 名）、法律事務所（8 名）、紛争解決専門家（14 名）、であった。 

3.5.3 プログラム 

セミナーは以下のプログラムにより構成した。 

 

1. Invocation（Sonia T. Valdeavilla, POCB） 

2. Welcome Address (Dean Custodio O. Pariade, PDRCI) 

3. Opening Remarks（国際協力銀行・都合弘マニラ首席駐在員） 

4. Introduction of Resource Speaker (Salvador P. Castro, DRBF) 

5. JBIC’s New Sample Bidding Documents and DAB in FIDIC 1999 and MDB Harmonized 

Conditions for Construction（AJCE・林幸伸会員） 

6. Practice of Dispute Boards（京都大学・大本俊彦教授） 

7. ADR Practice in the Philippines and Use of DAB/DRB/DB in Philippine Construction 

Projects (Victor P. Lazatin, PDRCI) 

8. Becoming a Dispute Board Member（Gordon L. Jaynes, FIDIC） 

 

3.5.4 講演内容（調査団） 

1) JBIC’s New Sample Documents and DAB in FIDIC 1999 and MDB Harmonized Conditions for 

Construction（AJCE・林幸伸会員） 

デリーにおけるセミナーと同様のプレゼンテーションを行なった。 

 

2) Practice of Dispute Boards（京都大学・大本俊彦教授） 

デリーにおけるセミナーと同様のプレゼンテーションを行なった。 
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3) Becoming a Dispute Board Member（Gordon L. Jaynes, FIDIC） 

DB 委員になるための要件について解説を行なった。 

・ FIDIC の 1999 年版契約条件書の概要 

・ アジュディケーターの有するべき基本条件 

・ FIDIC President’s List登録の手順 

・ FIDIC Adjudicator Assessment Workshop の内容 

・ Adjudicator National List登録の要件 

・ トレーニングプログラム（Module 1～4）について 

3.5.5 質疑応答 

プレゼンテーションに引続き参加者と講演者の間で質疑応答が行なわれた。主な内容は以下

の通りであった。 

Q1： DB の決定は執行可能か？ 

A1： 外国仲裁の判断の承認と執行に関するニューヨーク条約（New York Convention）のよ

うなものが、DB の決定の執行については存在しないため、常に異議申し立てが可能

である。しかし、大多数の国の仲裁や裁判において契約当事者自らがその決定に従う

ことを合意したという事実に基づいて DAB の決定を認める傾向にある。 

Q2： FIDIC President’s List の試験において、FIDIC セミナーの Module を終了しているもの

は試験が免除されるのか？ 

A2： 試験が免除されることはない。 

Q3： 契約で合意した期間内に DB を設けない場合はどうなるのか？ 

A3： ただ一つの条項が充たされないからといって、契約全体に重大な影響を及ぼすもので

はない。期日が過ぎてもできるだけ早く設置すべきである。一つの提案として、レン

ダー（MDBsや JBIC）がローン合意の中で、DB の設置が済まないと最初の支払い（前

渡金）をしない規定を盛り込むことはどうか。 

Q4： コンサルタント契約に DB はあるか？ 

A4： FIDIC のコンサルタント契約書（ホワイトブック）では DAB は規定されていない。

和解が基本であり、それで解決されない場合は仲裁となる。 

Q5： DB のコストはどのように手当てされるのか？ 

A5： MDBsや JBIC は DB費用をローンで賄うことに異議は無い。 

 

その他、DAB費用の縮減、DABメンバーの中立性担保など多岐に亘る質疑応答がなされた。 

3.5.6 フィリピンにおける紛争解決の現状 

本セミナーを通してフィリピンにおける紛争解決に関わる現状について以下の知見を得た。 
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1) フィリピンにおける ADR（裁判外紛争解決）は、Mediation（調停）、Early Neutral Evaluation、

Mini-Trial（ミニトライアル）、Mediation-Arbitration（調仲）、Arbitration（仲裁）が法令に

より規定されている。 

2) しかし、フィリピンではまだ DB コンセプトが普及しておらず、政府が DB 条項を採用

しない現状にある。 

3.6 ケベック・セミナー 

3.6.1 概要 

2008 年 9 月 9 日（8：00～14：00）に FIDIC2008 年大会において開催された ASPAC（Asia-Pacific 

Region）総会で特別セミナーを実施した。FIDIC のアジア・太平洋地域の国別協会（MA :  

Member Association）が集う ASPAC総会において、本調査業務の概要を報告し、アジュディケ

ーター育成に関わるプロモーションを効果的に行なうことを目的とした。 

 

本セミナーを通して、各MA ともに建設プロジェクトにおける契約管理のプラクティス習得

や Dispute Board を含む紛争解決の実施方法が、大きな課題となっていることが確認された。ま

た、多くの国から DB セミナーの開催を希望する意見が聴取された。 

3.6.2 参加者 

ASPAC 加盟国（合計 19 カ国）のうち 10 カ国（日本、韓国、中国、インド、パキスタン、

オーストラリア、ニュージランド、バングラデッシュ、インドネシア、スリランカ）が参加し

た。 

3.6.3 講演内容 

大本教授が、添付資料-6 に従って、本調査業務の目的、進捗ならびに Adjudicator 育成に関

わるアクションプラン案について説明をおこなった。 

3.6.4 質疑応答 

プレゼンテーションに引続きセミナー参加者との間で以下の質疑応答が行なわれた。 

Q1： セミナーは今後継続して実施する予定はあるのか？ 

A1： セミナーは 8 月に Delhi と Manila で実施した。未だ確定はしていないが、今後 Hanoi、 

Bangkok、Jakarta で実施する事を検討中である。 

C1：インドネシアにおけるセミナーは是非実現願いたい。 

C2：パキスタンでもセミナーを是非実施願いたい。 

C3：バングラデッシュにおいてもセミナーを実施願いたい。 
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Q2： セミナーの資料を入手することは可能であるか？ 

A2： 本調査は JBIC からの委託で実施しており、資料提供については JBIC に相談する必

要がある。 

Q3：セミナーは概論的な内容であるのか、それとも専門的な内容であるのか。 

A3： 今回実施してきたセミナーは Adjudicator 育成のためのトレーニングプログラムでは

ない。セミナーの目的は、各国で Dispute Board がどの程度理解されているかを確認

し、Dispute Board のコンセプトを普及することにある。トレーニングについては、

候補者のレベルに合わせて別途実施する必要がある。 

（略号：Q：質問、A：回答、C：コメント） 

3.7 FIDIC幹部との意見交換 

3.7.1 概要 

FIDIC2008 年大会の機をとらえて、9 月 9 日（7：30～8：40）に、FIDIC 幹部と DB 育成に

関する意見交換をおこなった。目的は、1)本調査業務の内容と進捗について FIDIC に説明する

こと、2) アジアにおける Adjudicator の育成について FIDIC の協力を仰ぐこと、とした。 

結果として、アクションプランにおいて想定されている新規の Adjudicator 育成機関(たとえ

ば、京都大学経営管理大学院の経営研究センターの下部組織)が実施する審査や National List を

維持することになる AJCE の関連活動に対しては、FIDIC からの支援が得られることが確認さ

れた。 

尚、DB普及に関わる FIDIC の活動については「FIDIC 年次報告書 2007－2008」に記載され

ている（添付資料-6 参照）。 

3.7.2 参加者 

参加者は以下の通りであった。 

FIDIC： Mr. John Boyd (会長) 

 Mr. Gregs Thomopulos (次期会長) 

 Mr. Enrico Vink (理事, 事務局) 

JBIC： 中川茂雄（プロジェクト開発部、調査役） 

京都大学：  大本俊彦（教授） 

AJCE： 廣谷彰彦（会長） 

 山下佳彦（事務局長） 

 林幸伸（会員） 

3.7.3 協議内容 

1) 大本教授より添付資料-6 に従って、本調査業務の内容、進捗ならびにアジュディケーター
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育成に関わるアクションプランについて説明を行なった。 

2) Boyd 会長より、アジュディケーターの育成はグローバルな課題であり、FIDIC では

President’s List の拡充に加え、National List の拡大について重要視していることが再確認さ

れた。President’s List は大型プロジェクト、また National List はより小規模なプロジェク

トにおいて利用されることが想定されている。President’s List の拡充については 2009 年 4

月に Assessment Workshop が開催される。 

3) National List については、ハンガリー、ドイツ、ポーランドにおいて作成が行なわれている。

National List については FIDIC が認証するものではないため、アジュディケーターの品質の

確保が DAB の確実かつ効果的な運用のために非常に重要である。この意味でアクションプ

ランに盛り込んでいる新しい機関による資格審査に同意が得られた。 

4) FIDIC は、契約管理に関わる教育についてアジアではこれまで中国協会やインド協会に対

する支援を行なっている。中国においては清華大学に FTC Center（FIDIC-Tsinghua-CNAEC）

が設立されており、インドにおいても FIDIC Center の設立が構想されている。アジュディ

ケーターのトレーニングは、単なるトレイナーではなく実務経験の豊富な実務家

（Practitioner）による教育が不可欠である。 

5) Regional List (例として、ASPAC List)の開発については、オペレーションが複雑化するとい

う懸念が FIDIC より示されたが、AJCE の National List の設置や維持には FIDIC の支援が確

認された。 

3.8 アンケート調査結果 

3.8.1 アンケートの目的 

セミナー参加者の DB に対する興味や意識、資格要件を満たすかどうかの認識などを調査し、

潜在的なアジュディケーター候補者の把握と育成の指針策定の参考とするため、セミナー参加

者に対してアンケート調査を行った。 

アンケート調査票及び集計データを添付資料-7 に示す。 

3.8.2 アンケート結果 

京都、東京で行われたセミナーの参加者合計 132 名のうち、51 名から回答を得た。集計結果

の概要を以下に述べる。 

 

1) セミナー参加動機 

参加動機は、JBIC 標準入札書類改訂への関心と、契約管理・クレーム処理を行っている（行

いたい）から、という動機が多かった。メーカー・プラントでは、コントラクター、コンサル

タントと比べて「契約管理、クレーム処理、DAB を行うつもりはないが、これらの知識は自

分の行う業務に必要だと思うから」が多く、これらの職種でなくとも（例えば技術職の人間で

も）DB と接する（あるいはクレームや紛争に対処する）機会が増えているのではないかと考
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えられる。 

 

2) DBへの興味 

DB をやってみたい、興味がある、という回答は、全体のほぼ半分（51%）であった。業種

別に見ると、個人事業者、コンサルタントで高く、次いでコントラクター、プラント・メーカ

ーの順であった。ただ、プラント・メーカーでも 4割以上の参加者が興味を示しており、多様

な専門分野に渡るアジュディケーターの育成のために、プラント・メーカーも含めた幅広い分

野からの人材を活用する事が望まれる。 

一方で、FIDIC の Adjudicators Assessment Workshop（AAW）参加要件の自己チェック結果に

ついては、「興味がある」と答えた回答者のうち「条件を満たしていると思う」と回答した者

は 23%に過ぎず、アジュディケーターの育成のために、希望者の自己啓発や外部からの支援が

必要である事が再確認された。満たしていない項目としては、「紛争解決の経験・実績」、「契

約管理業務の経験・実績」といった、経験・実績不足を挙げる者が多かった。経験・実績は座

学で身につくものではないが、ケーススタディ、ロールプレイや実地研修など実務経験に代わ

るようなプログラムがあると良いのではないかと考えられる。また、条件を満たすと考える者

が 23%おり、彼らについては多少のフォローを与える事により、すぐにでもアジュディケータ

ーとして活躍する事が期待できる。なお、回答はあくまで自己申告によるもので、必ずしも実

際の状況と合致するとは限らないため、これらの回答は参考程度に留めるよう注意が必要であ

る。 

金銭的な負担については、「全額自己負担でも AAW に参加したい」という回答は個人事業者

で 100%、コンサルタントで 1 名であったが、コントラクターやプラント・メーカーではゼロ

であった。なお、コンサルタントで「全額自己負担でも AAW に参加したい」と回答した者は、

役職が社長である。つまり、企業の従業員では、全員が企業等からの何らかの補助を期待して

いる事がわかる。 

企業からの補助の可能性であるが、DB の業務を行う場合に、企業に所属している事は利益

の相反から望ましくない場合もあり、アジュディケーターには個人事業者が多い。現在、コン

トラクターやコンサルタント等の企業に所属する者が DB になる場合には、経験・実績を積み、

アジュディケーターの資格を取得した後には独立する、もしくは定年退職後にアジュディケー

ターとして働く、というキャリアプランが考えられるが、このようなキャリアプランに対して、

企業が積極的に補助を行うインセンティブを持つ可能性は低い。従って、企業よりも、アジュ

ディケーターを必要とする機関（例えば、JBIC、各種業界団体、協会など）から何らかの補助

を与える方が現実的と考えられる。また、参加に要する旅費を低減するために、日本やアジア

でセミナーやワークショップを開催する事が考えられる。もちろん、受講費についても、JBJC、

各種業界団体からの補助などによって安くする事ができれば、さらに参加しやすくなるであろ

う。 

 

 



3 -14   

3) その他・自由記述欄 

JBIC が検討している、DB 育成支援、DB の推進に対しては、肯定的な意見が多かった。支

援の内容として、セミナーの実施のほかに、「JBIC独自のリストを作成し、スキルが上達した

ら FIDIC に挑戦する」という意見もあった。参加者の意識の面から考えても、セミナー実施と

資格審査・認定を行う機関を、日本またはアジアに設立する事によって、容易に参加する事が

でき、DB 育成、普及にとって効果的ではないかと考えられる。 

また、DB を普及させるような広報・啓蒙活動への要望も多く、特に発注者機関を含めた議

論を求める声が多かった。DB の普及・効果的な利用のためには、コントラクター、コンサル

タントはもとより、発注者の理解が欠かせない。この点、ODA 業務が行われている途上国の

発注者には、理解が十分でないと感じている参加者が多い事がわかる。従って、人材育成と同

時に、発注者を含めたステイクホルダー全体への広報・啓蒙活動を行う事が重要と考えられる。

2008 年 8 月に開催された、マニラ・デリーでのセミナーはその一部と捉える事ができ、このよ

うなセミナーを今後も引き続き行う事が期待される。 

 

3.9 円借款業務への助言と提言 

当初の TOR にあった、調査期間中における個別の円借款事業についての DAB 設置に関わる

検討等は行なわれなかったことから、かかる助言を JBIC（JICA）に対して行なうことは特に

無かった。 
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第4章 アジア版アジュディケーター育成プラン 

4.1 各関係機関の動向とアジアにおける現状 

現在、DBに関係する国際機関として、Dispute Resolution Board Foundation（DRBF）、国際コ

ンサルティング・エンジニア連盟 International Federation of Consulting Engineers（FIDIC）、国際

商業会議所 International Chamber of Commerce（ICC）などがある。それぞれ、マニュアルやア

ジュディケーター認定制度等を設け、DB 導入に対する支援を行っている。このほか、仲裁や

調停等に関係する活動を行っている団体の中にも、新たな紛争解決手段の 1つとして DB制度

に注目、それぞれ導入の勧めやガイドラインの策定などの支援を行っているものがある。 

4.1.1 Dispute Resolution Board Foundation（DRBF） 

アメリカのシアトルに本部を置く、DRBの普及と紛争予防/解決を目的とする非営利団体で、

31カ国、600人以上のメンバーが登録している。ホームページ上で、DRBのコンセプト、導入

マニュアル、登録メンバー等を掲載した” DRBF Practices and Procedures Manual”を公開している

ほか、DB に関する様々なセミナーやトレーニングワークショップも開催している。トレーニ

ング・ワークショップは DB の利用者としての知識を身につけさせるコースから、DB メンバ

ーを務めるために必要な知識や技術に関するトレーニングをするコース、また、DBのチェア・

パーソンを務めるか、一人 DRB をやるためのトレーニング・コースもある。米国内では国や

州の公共工事の多くに DB が利用されており、たとえばカリフォルニア州交通局（CalTrans）

やコロラド州交通局などのように公共の職員研修にも DRBFは支援を提供している。ちなみに

CalTransではWeb上に研修の事前自習のための教材（Interactive Training Software）を公開して

いる。DRBF はまた各国の支部組織を通じて、米国以外でもセミナーを行っている。次項の

FIDICトレーニング・コースのスポンサーシップはこの活動の一部である。資格の認定は行っ

ていないが、現在、資格認定とリスト作成を検討している。 

国別の支部組織の 1 つとして（まだ正式な支部ではない）、DRBF のオーストラリア国別組

織である DRBA（Dispute Resolution Board of Australasia Inc）がある。現在会員は 62名であり、

このうち 35名は DRBFの会員でもある。DRBFと同じように、DRBの普及と紛争解決/予防を

目的としており、2008年3月1日にDBメンバー育成のためのワークショップを開催している。 

4.1.2 International Federation of Consulting Engineers（FIDIC） 

スイスのジュネーブに本部を置き、75 カ国の国別協会、約 35,000 社が加盟する、世界最大

規模のコンサルティングエンジニア協会である。コンサルティングエンジニア業務の強化と拡

大を支援し、契約、品質マネジメント、環境、リスクマネジメント等様々な分野で活動を行っ

ている。中でも、契約に関しては、建設、コンサルタント、プラント、EPC/ターンキー、設計

/施工/運転等様々な契約形態に即した標準契約約款を発行し、国際的に広く利用されている。 

DB に関しては、これらの標準契約約款で採用を謳っているほか、アジュディケーターの資



4 -2 

格認定、セミナーやトレーニングワークショップ、登録された認定アジュディケーターからの

DBの指名等を行っている。セミナーは実際には外部の契約業者である ECVが受託し、DRBF

がスポンサーとなる形で行っており、Module 1 FIDIC 条件書の使用法、Module 2 クレーム管

理・紛争解決技術、Module 3 DABプロセスの管理 の 3つのモジュールが、世界各地で適宜

行われている。受講料は、セミナー内容、日数により異なるが概ね 1,000ドル～2,000ドル程度

である。また、認定アジュディケーターが DAB メンバーを務める際に、研修生として実際に

DAB の現場に参画する、研修生制度（Mentoring）も設けている。資格認定は、書類による選

考の後、審査委員会による 2日間のワークショップ（AAW: Adjudicator Assessment Workshop）

を通じて行われる。ワークショップの内容は概ね以下のとおりである。 

第 1日目の前夜から泊り込み、2日間の試験ワークショップを行う。近くの受験者は 1日目

の早朝に試験場に到着し、2日目終了後に帰宅するが（つまり 1 泊だけ）、遠くからの（海外か

らの）参加者は 3 泊する。受験者数は 10～20 名程度で、試験官（APA: Assessment Panel for 

Adjudicators）は 3名。 

1 日目、午前中： 試験官・受験者全員の簡単な自己紹介の後、試験官が交代しながら受験

者のコの字の机の中を自由に歩きながら、FIDIC1999の知識、理解度を試す口頭によるテスト

を全員を対象に自由に行う。午後は選択問題。夕食後、ケースを与えられ、契約解釈の能力を

試すべく、明朝 9 時までに提出の宿題となる。 

2日目、午前中～（昼食）～午後 4 時ごろ： DAB模擬ヒアリングと DAB決定の提示。ロ

ールプレーを通じて DAB の理解度、契約解釈能力等を試験。その後（午後 4 時ぐらいから）

試験官 2 人が紛争当事者の役を 1 人が DB となり模擬 DB ヒアリングの演じる。両当事者が

Position Paper（主張書面）を読み上げ（プリントのコピーはもらえない）、それをノートし、帰

宅後 2 週間以内に DABの決定を APAにメールで送付。 

これらの試験結果に基づいて APA から FIDIC 会長に合格者をリコメンドし、会長の承認後

FIDIC President’s Approved Dispute Adjudicatorsに載せる。 

ワークショップの受講料は 1,500スイスフラン（約 15 万円）である。受験者はワークショッ

プに合格した場合、200スイスフラン（約 2 万円）の登録料を支払い、President’s Listに登録さ

れる。3年毎に実際の DBメンバー経験などを考慮して再査定（Reassessment）を行う。リスト

更新料は 100スイスフラン（約 1 万円）である。 

特に資格認定に関しては、現在資格の認定を行う国際的な機関が少ないことと、DB 採用プ

ロジェクトの多くが、契約約款として FIDICを採用している事から、当事者の間で適切な DB

の推薦が行えない場合に FIDIC の認定者リストからメンバーが選定される事も多い。現在、

FIDIC のリストには 38 名のアジュディケーターが登録されているが、その多くは欧米人であ

る。ちなみに、平均年齢はおよそ 65 歳、最年少で 47 歳となっている。有資格者の人数の少な

さ、とりわけ欧米以外のアジア、アフリカ、中南米等の地域における有資格者の少なさ今後ま

すます問題になってくると予想される。この点、FIDICでも President’s Listの拡充に取り組ん

でおり、2009年 4月に Adjudicator Assessment Workshopを開催する予定である。 

また、FIDICでは現在、各国の支部組織を通じて、国別のアジュディケータ・リストの作成



4 -3 

を推進している。FIDICが整備している President’s Listが大型プロジェクトに利用されるのに

対し、各国支部が整備する National Listは、比較的小型のプロジェクトに対する利用が想定さ

れている。National Listは、FIDICが直接認証に関与するものではないため、DBの確実かつ効

果的な運用のために重要であるアジュディケーターの品質を如何に確保するかが課題である。

現在、National Listはハンガリー、ドイツ、ポーランドにおいて作成されている。 

4.1.3 その他の機関 

• 国際商業会議所 International Chamber of Commerce：ICC 

国際商業会議所では、国際商業紛争の解決を主要な活動の 1つとして行っており、国際商事

仲裁裁判所（ICC International Court of Arbitration）による国際商業紛争の仲裁を行っている。こ

れに関連して、仲裁に代わる紛争解決の方法として、DB（DRB、DAB、CDB）、ADR（Alternative 

Dispute Resolution：中立人 Neutralによる紛争解決）を紹介し、それぞれルールの公開や必要に

応じて DBメンバー、Neutralの指名等の支援を行う。 

 

• アメリカ仲裁人協会 American Arbitration Association：AAA 

アメリカの仲裁人協会（American Arbitration Association：AAA）では、DB Panel（リスト）

を作成している。公開はされていないが、Appointing Authorityとして指名するときはこのリス

トを用いる。 

4.1.4 アジア地域 

アジア地域においては、FIDIC メンバー協会（Member Association）や DRBF の国代表者

（Country Representative）が DB に関する情報提供などの窓口となっている場合が多い。2007

年 10月には、DRBFのフィリピン支部組織である DRBF Philippines が、アジア地域を対象に、

DB の認知と普及を進めるためのセミナーをマニラで開催したほか、2008 年 8 月には、FIDIC

のフィリピン支部組織である CECOPHIL（The Council of Engineering Consultants of the 

Philippines）と DRBF Philippinesの共催で、FIDICの 1999年版/MDB 版の運用を解説するセミ

ナーが開催され、その中で DBの役割や実情等の紹介、アジュディケーター育成についても触

れられた。 

また、FIDICは、アジアにおける契約管理に関わる教育として、中国協会やインド協会に対

して支援を行っている。中国においては清華大学に FTC Center（FIDIC-Tsinghua-CNAEC）が設

立されており、インドにおいても FIDIC Center の設立が構想されている。但し、清華大学の

FIDIC Centerは現在、講師不足等の問題により、現在活動を休止している状態である。 

世界銀行やアジア開発銀行のプロジェクトで、DBの設置を原則とする FIDIC1999年版/MDB

版が標準契約約款に指定されていること、さらに今般 JBIC（JICA）プロジェクトでも FIDIC 

MDB 版が採用されることなどから、アジア地域においても DB に対する関心は高まりつつあ

る。本調査中、2008年 8月に行われた JBIC 主催のマニラでの DBセミナーにおいても、フィ
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リピンやアジア各国から 100名以上の参加があり、参加者の反応も良かった。また、2008年 9

月、FIDIC年次大会中に行われた ASPAC 総会において JBICの Sample Bidding Documentsの改

定、及びアジアにおける DBアジュディケータ育成のアクション・プランのプレゼンテーショ

ンを実施した。その際インド・フィリピンにおける JBIC DABセミナーの報告をしたが、同様

のセミナーを今後ともアジア各国（たとえば、インドネシア／パキスタン／バングラディシュ

など）で行って欲しいという要望があり、関係者の間で DBの普及やアジュディケーター育成

の必要性が認識されている事が伺えた。 

これまでにアジア地域のプロジェクトで実際に DBが採用された例は少なくないようである

が、一元的に統計的情報収集をしている団体がないので実情は明らかでない。ただ、DAB ア

ジュディケータは地域外から調達しているようである。どちらにしてもアジア地域での DAB

の普及、DABアジュディケータの育成は依然として大きな課題と言える。インドでは、DBの

制度と国内の法律との相反が問題となっており、現状では法的拘束力を持つ DAB は法律に相

反するため、DRBのみが許容されている。但しこれもあまり一般には普及していない。 

4.2 育成の方針 

上述のように、アジア地域において DB への関心は高まりつつあるものの、普及は遅れてお

り、DB メンバーの候補者も不足している。しかしながら、国内セミナー（東京・京都）のア

ンケート（以下、国内アンケート）によると、参加者の中には FIDICのアジュディケーター資

格要件を満たしていると考える者、要件を満たしていなくとも DBの業務に興味を持つ者がお

り、潜在的な候補者は少なからずいるものと考えられる。また、香港、シンガポールなど国際

仲裁機関の活動が盛んな地域では、建設紛争を専門とする仲裁士も存在し、そのような人材も

DBの候補として有力であろう。 

これらの人材が実際に DBとして活躍するには、経験や知識をフォローする教育プログラム

の受講、何らかの資格の認定が必要になるであろうが、現在 FIDICや DRBFが開催しているセ

ミナーや資格認定ワークショップは、開催地の多くがヨーロッパやアメリカ等アジアから遠い

地域であり、参加費用と旅費を合わせた諸負担が大きい事が問題になってくると考えられる。

国内アンケートでも、FIDICの Adjudicators Assessment Workshop への参加費用の大きさから、

参加を躊躇する可能性が伺える。このため、旅費を抑えるために、セミナーや資格審査を日本

またはアジアで開催する事が望ましい。 

教育プログラムの内容としては、FIDICの契約約款の解説や DBプロセスの学習などの基礎

的なプログラム、ケーススタディや模擬 DB ヒアリングなど、実務経験を補うようなプログラ

ム、英語研修のプログラム等が考えられる。アジュディケーターの育成には、トレイナーによ

る座学に止まらず、経験豊富な実務家（Practitioner）による教育・訓練が不可欠である。国内

アンケートからも、アジュディケーター資格要件に満たない項目として実務経験の不足を挙げ

る意見が多かった事から、これらのプログラムにおいては、実務家を講師として積極的に採用

するなど、実務に基づいた教育を重視する。また、これらのプログラムは、FIDICが現在行っ

ているセミナーと相互に補完し、必要に応じて共催するなど連携するものとする。 
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資格については、現在 FIDIC が国別リスト（National List）の作成を奨励しているため、こ

れとの連携を取る事が有効と考えられる。具体的に、FIDIC のアジア各国における Member 

Association（日本では AJCE）が資格登録機関となり、国別リストを作成、管理する。資格審

査は、審査官やその他リソース活用、中立性の観点から、上記教育セミナーを行う機関が合わ

せて行うものとし、この審査に合格した者が、審査機関からの推薦を受けて各国 Member 

Associationの整備する国別リストに登録されるような形を取る。審査方法、要件等は、基本的

に FIDICの定める Guidelines for National Listsに従う。 

また、DB を普及させるためには、アジュディケーターの育成と同時に、ステイクホルダー

への周知も重要であると考えられる。本調査中に行った国内外のセミナーにおいても、ステイ

クホルダーへの啓蒙、周知徹底を求める意見が出たほか、2008年 9月の ASPAC 総会において

同様のセミナーをアジア各国で引き続き行って欲しいと言う要望が見られた。従って、JBIC、

開発銀行群（Multi-lateral Development Banks）の支援の下に上記の教育機関などが中心となっ

て、本調査中に行ったような DBの周知、普及、情報共有を目的とするセミナーを引き続き行

う事が望ましい。 

これらの方針を以下にまとめて記す。 

 

（1）育成対象候補者 

日本及びアジアにおいて、DB に興味を持つ者のうち、最低限の要件を満たす者をスクリー

ニングし、育成対象とする。スクリーニング条件として考えられるのは例えば以下のような事

項である。 

-コントラクター/エンジニア/発注者/その他として、海外プロジェクトに携わった経験： 

経験年数 15年以上 等 

-英語力：TOEIC（TOEFL） 800 点以上、英検○級以上 等 

-契約管理/紛争解決/仲裁等の資格もしくは経験：当事者交渉人、弁護士、仲裁士、裁判官等 

 

（2）育成施設・場所 

アジア地域主導による育成という観点から考えれば、アジア地域に、育成・資格審査、その

他情報提供等の支援を行うトレーニング・センターのような機関を設置するのが望ましい。

FIDIC のセミナーを担当する ECV やアジュディケーター審査委員である Assessment Panel of 

Adjudicator、DRBF 等を利用する場合、それら機関の本部が欧米にあるため、どうしても欧米

主導になってしまうし、調整に時間がかかって機動性に劣る、旅費等の諸費用がかさむ、とい

った問題が考えられるからである。 

京都大学経営管理大学院では経営研究センターを下部機関として持ち、各種の研究活動を行

っている。現在、このセンターの下に「建設に関する法と経済国際会議」を立ち上げようとし

ている。この会議は、建設に関する様々な法（紛争解決を含む）と経済の問題に関し、アジア、

太平洋地域の有識者により様々な専門的（Multi-disciplinary）、文化的（Multi-cultural）議論を

行い、問題提起、問題の共有化、問題解決の方法論を含む問題解決の模索を目的とする。京都
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大学を中心に、マレーシア（マレーシア国際イスラム大学）、タイ（チュラロンコン大学）、中

国（清華大学）、アメリカ（ハワイ大学）など、アジア・太平洋地域の大学が提携し、参加メ

ンバーには日本をはじめ、これら提携大学の研究者・有識者、各国の法律・契約・紛争解決の

専門家を含む。従って、この会議を DAB アジュディケータ育成機関の母体とし、育成プログ

ラムや資格認定ワークショップの実施を行う事が可能であると考えられる。その場合、機関本

部は日本（京都大学）に置かれることになるだろうが、メンバーや提携大学を通じて各国に情

報や人脈の拠点とネットワークを作り、各種セミナー、ワークショップは日本に限らず広くア

ジア各国で行う。 

 

（3）プログラム 

アジュディケータ育成プログラム 

＜導入プログラム＞ 

-FIDIC契約約款の解説、理解 

-DBプロセスの学習 

＜基礎プログラム＞ 

-ケーススタディ 

-模擬 DB ヒアリング、Decision作成 

-倫理、コミュニケーション 

-英語能力 

＜実践プログラム＞ 

-DB研修（実際のプロジェクトに研修参加： Mentoring） 

 

これらの育成プログラムは、参加者の能力に応じて履修する項目を選択する。1 回のセミナ

ーは、実践プログラムを除いて期間を 1日～3日程度とし、それぞれ導入、基礎、実践プログ

ラムの一部もしくは全ての講義を盛り込む。また、一部のプログラムは、ウェブによる講義の

配信に、メールによるレポート提出・添削を組み合わせた、ウェブ通信講座（e-learning）のよ

うな形態も検討する。 

e-learningの場合のみならず、すべてのプログラムに対して、教材を準備しなければならない。

FIDIC-ECVのModule 1 ~ 4を利用する可能性と独自の教材作りのそれぞれを検討する。 

 

継続教育プログラム 

継続教育の一環として、DB アジュディケーター、有識者、その他ステイクホルダーを交え

て定期的な会合を開催し、意見・情報交換を行う。 

 

DB普及プログラム 

DBの認知度、理解を向上させ、DBの普及を促すようなセミナーを開催する。このセミナー

は育成・継続教育プログラムとは異なり、アジュディケーター候補者のみならず、発注者を含
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めたステイクホルダー全体を対象とし、内容は本調査中に国内外で行った DBセミナーのよう

なものとする。また、カリフォルニア州・交通局（CALTRANS）が自局の職員の研修用に作成・

使用している Interactive Training Softwareの FIDIC 版を作成し、上記で提案した育成機関のホ

ームページ上（あるいは、JBICのホームページ上）で各個人が受講できるようにすることも検

討する必要がある。 

 

（4）資格要件、認定制度 

資格の審査は、審査官等の人材、施設等のリソースを活用する事と、審査の中立性を確保す

るために、上記育成機関が行うのが望ましいと考えられる。この審査を受けて、資格の登録、

リストの整備は AJCEをはじめとする、各国の FIDIC Member Associationが行う。これは、FIDIC

が推奨する国別リスト（National List）にあたり、これにより調査団の提案する育成・資格認定

と、FIDICの資格認定との相互連携が図られる。 

資格要件について、FIDICでは Guidelines for National Listsの中で資格要件や認定方法につい

て言及しており、この方針に従うべきと考えられる。資格要件は President’s Listのものに概ね

準拠するような内容となっており、トレーニング同様、十分な実務経験が重視される。以下、

ガイドラインの該当部分の概要を示す。ただし原文は FIDIC ホームページ 

http://www1.fidic.org/resources/contracts/adjudicators/list.html#guidelinesを参照されたい。 

 

Guidelines for National List（抜粋・日本語訳） 

3. 情報 

国別リストの利便性を高めるため、登録者の CV には経歴や資格、言語、DB の経験等の十

分な情報を含み、常に最新の状態にしておく事が望ましい。 

4. 品質管理 

Member Associationは登録者の十分な能力を担保する仕組みを作る必要がある。審査におい

ては、最低でも受験者の申告する資格等に紙面での証憑と会員企業からの推薦状を求めるとと

もに、審査機関側からのインタビューを行う事が望ましい。また、一度登録されたものが、要

件を満たさなくなったにも関わらず登録され続けるのを防ぐために、定期的に CVの更新を求

める等、コミュニケーションを取り続ける仕組みを備えるべきである。 

8. 認定要件 

認定要件は、Member Associationが決定する。FIDICのガイドラインは以下の通りである。 

• 会員企業の社員（退職者含む）である 

• 工学に関する学位や専門的資格、あるいはそれに準ずる専門的資格を持っている 

• 建設コンサルタントもしくは建設・環境関連企業において、技術者としての経験が通算

10年以上ある 

• FIDICのコンサルタント契約約款やその他 FIDICの契約約款についての十分な知識を持

っている 

• 十分な対人技術とコミュニケーション能力がある 



4 -8 

• アジュディケーターとして活動する意思があり、活動する事が可能である 

• 中立かつ客観的である 

• 適切な傷害保険に入る事ができる 

• その国の言語に堪能である（読み、書き、話し） 

• 継続教育プログラムに参加する事が可能である 

• Member Associationが開催する Adjudication Assessment Workshopに参加し、その Dispute 

Resolution Committee（もしくは同等の団体）によるインタビューを受ける事が必須であ

る 

9. 認定手続き 

FIDIC President’s List への認定、登録手続きを参考にすると良い。 

 

（5）育成講師 

講師の候補者として考えられるのは、DBアジュディケーター、弁護士、仲裁士、有識者（研

究者）、等である。講師の候補者は FIDIC 契約約款を熟知し、この約款の下での契約管理・紛

争解決の実務経験が豊富なことが求められる。実務重視のトレーニングとするため、特に DB

経験の豊富な人材の登用を進める。また、費用の観点から、アジア地域で人材を調達する事が

望ましい。アジア各国の DRBFメンバー、弁護士、仲裁士、アジア在住の欧米人弁護士等、潜

在的な候補者は少なからずいると考えられるが、設立当初は十分な人材を確保できなければ、

欧米から招聘する必要があるかもしれない。その場合でも、長期的にはアジア域内で調達でき

るよう、アジュディケーターと同時に講師の育成も検討する必要があるであろう。アジア地域

においてアジュディケーターの育成・採用が進めば、それに伴い講師となりうる経験豊富な実

務家も増えていくので、アジュディケーターの育成と DBの普及が、講師の安定的な調達につ

ながると考えられる。 

 

（6）育成費用 

育成には以下のような費用が必要と考えられる。 

• 育成機関開設と維持 

• 教材作成 

• セミナー、トレーニング・コース開催 

 （教材、講師、会場、参加者の旅費・食事・宿泊等） 

 

これらの費用の全てをセミナー受講料や資格審査・登録料等、受講者からの収入でまかなお

うとすると、受講者の負担が大きくなり、セミナー受講や資格審査受験のインセンティブを失

う事になりかねない。国内アンケート結果から、候補者が FIDIC Adjudicators Assessment 

Workshop 参加のために自己で負担してもよいと考える金額は数万～高くても十万円程度と考

えられる（母数が少ないので、正確な支払い意思額を把握するには再調査が必要）。セミナー

や審査をアジア地域で開催する事により、参加者の負担する交通費・移動時間は大幅に削減で
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きるが、これに加えてセミナー参加費も、何らかの外部資金調達により、参加者負担を軽くす

る必要がある。 

JBICでは、標準入札書類の改訂によって実施プロジェクトへの DBの設置が原則として必要

になるため、アジュディケーター増員のための支援を検討しているところであるが、ADB や

世銀のプロジェクトにおいても、同様に DBの設置が標準とされている事から、これらの機関

においてもアジュディケーターの増員は喫緊の課題と言えるであろう。特に ADB は、融資プ

ロジェクトは基本的にアジア諸国であるから、JBIC同様アジア地域におけるアジュディケータ

ーの確保は重要な問題である。従って、JBICやこれらの開発金融機関からの資金的支援を期待

することが最も現実的と言える。このほか、DBの普及を推進する DRBFや FIDIC、DBの導入

を望むコントラクター団体等からも、情報や人材等のリソースの提供といった支援を受けられ

る可能性が考えられる。特に、FIDICは National Listの整備を推奨しており、アジア地域に教

育、審査のための機関を設立する事についても前向きであることから、情報や人材その他の支

援が期待される。 

4.3 アクションプラン 

4.3.1 アジュディケーター育成アクションプラン 

上記の方針を踏まえて、調査団では①アジュディケーター育成・資格審査を主要な目的とす

る新機関の設立②AJCEほか、FIDIC Member AssociationによるアジュディケーターNational List

の整備を骨子とする、以下のようなアクションプランを提案する。 

 

Action Plan I：アジュディケーター育成・資格審査のための新機関の設立 

  

I-1：新機関の設立と維持 

 

I-2：セミナー、トレーニング・ワークショップの開催 

＜導入プログラム＞ 

＜基礎プログラム＞ 

＜実践プログラム＞ 

 

I-3：アジアにおける DB 普及のためのイントロダクションセミナーの開催 

 

I-4： DB に興味を持つ者、候補者への情報提供、定期的な（毎年等）カンファレンスの開催 

 

I-5：アジア地域における、アジュディケーター資格審査の開催 
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Action Plan II：FIDIC アジュディケーターNational List 整備を支援 

 

II-1：日本における FIDIC National List の整備 

 

II-2：アジアにおける FIDIC National List の整備に協力 

 

II-3：National List に基づく DB の指名に協力 
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第5章 アジュディケーター育成に向けた課題 

これらの育成計画を実行するにあたり、考えられる課題は以下の通りである。 

(1) 実務に即した教育の実施 

DB の実務には、契約や技術の知識のみならず、紛争解決の豊富な経験が不可欠である。FIDIC

では、資格審査においてもトレーニングにおいても、実務を重視している。本調査で提言する

教育プログラムも、できるだけ実務に基づいた講義内容、ケーススタディを取り入れる事とし

ているが、これに加えて実際にプロジェクト中でアジュディケーションを経験する事も不可欠

であろう。従って、実際に DB を採用しているプロジェクトに研修生として参加する、DB 研

修のプログラムを実施すること、このような受け入れ先プロジェクトの確保が重要である。

MDB、JBIC などのレンダー、FIDIC、DRBF などを通じて、プロジェクトに選ばれた DB メン

バーを教えてもらい、研修生を受け入れてもらう（Mentoring）依頼をすることが必要である。 

 また、セミナー、トレーニング・ワークショップの講師にも実務家を積極的に取り入れる事

が推奨されるが、現時点では DB アジュディケーターの資格、経験を持つ者自体が少なく、優

秀なアジュディケーターは多くのプロジェクトを掛け持ちする事になるため、実務経験の豊富

な講師の確保も大きな問題となるであろう。ただし、レンダー、プロジェクトのステーク・ホ

ルダーから旅費などの支援を要請し、実現すれば講師の確保も可能になる。 

 

(2) FIDIC や DRBF との連携 

今回提言する DB 育成、普及プログラムは、FIDIC の National List とリンクするなど、FIDIC

と適宜連携する事を念頭に置いている。一方で、DRBF も資格認定とリストの作成を検討して

おり、FIDIC のリストと競合する可能性が考えられる。 

また、FIDIC でも National List の作成には積極的であるが、ASPAC List 等の Regional List は、

オペレーションが複雑になるため現時点では望ましくないと考えている。独立した新機関が行

う活動と、FIDIC が行っている活動とをうまく整理し、調整しなければ、FIDIC と新機関とで

活動が競合する可能性も考えられる。 

以上のような競合性を極力排除し、協力関係を構築し、維持することが重要である。 

 

(3) 資金面の問題 

新機関の活動には、JBIC やその他の官・民の機関からの資金調達が不可欠である。新機関の

計画段階から、必要な資金を計算し、JBIC や開発金融機関、その他支援を受けられそうな機関

へ打診を行い、資金調達についても目処をつけておくことが重要である。資金調達は本プロジ

ェクトの根幹である。 

 

(4) 発注者を含めた、ステイクホルダーの意識向上 

特に開発途上国においては、双務契約や契約の確実な履行に対する意識が先進国と比べて薄

く、DB 条項を取り入れても発注者の都合の良いように解釈され、結局はうまく機能しないの

ではないかという懸念がある。また、インドのように DB の制度と国内の法律や文化との相反
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が問題になる場合もある。このため、DB が積極的に、かつ有効に利用されるように、発注者

はもちろんのこと、コントラクター、コンサルタント等プロジェクトに関わる者全員の意識を

向上させる必要がある。法的・文化的な障壁に対しても、DB の制度、法律・文化の両方が歩

み寄る必要があるであろう。 

このため、アクションプランで提言したように、DB の育成、継続教育のみならず、ステイ

クホルダー全体を対象としたイントロダクションセミナーの実施が重要である。また、法律専

門家によって各国の法律に照らして、DB がどのように機能するかを研究してもらう必要があ

る。 

 

 



添付資料-１ 

 

DRBF 国際会議  

トレーニングワークショップ 

プログラム 

 

DRBF 国際会議 2008 年 5 月 2 日～4日開催 

トレーニングワークショップ 2008 年 5 月 5日,6 日開催 

 

 

 

 

 

 

 













 

19550 International Blvd. So., Suite 314 i Seattle, WA 98188 USA 

Office 206-878-3336 iFacsimile 206-878-3338 iToll-free USA 888-523-5208 

eMail:  home@drb.org iwebsite:  www.drb.org 

 

 

OVERVIEW 
 
 

Professor Toshihiko Omoto, Dr.Eng. 
Kyoto University 

Training Workshop Chairman 
 
 
The 1999 edition of  FIDIC’s  “Conditions of Contract for Construction” are being used 
increasingly by the international construction industry throughout the World. In Europe, they 
are used by the European Commission for all their projects throughout Central and Eastern 
Europe.  
 
On an even broader scale, the Multilateral Development Banks (“MDB”), including The World 
Bank, The African Development Bank, and the Islamic Bank for Development – all of whom 
are financing projects in Africa --  have agreed to use a modified version of those 1999 
Conditions    
 
After years of work by their Heads of Procurement, the MDB’s, in collaboration with FIDIC 
have developed the MDB Harmonised Edition of those 1999 Conditions, which the MDBs 
now use under special license from FIDIC. These are covered in this Workshop. 
 
This Workshop provides practical knowledge for owners, engineers, contractors quantity 
surveyors and others involved in contracts using the MDB Harmonised Edition, as well as 
those who wish to serve on Dispute Boards established under the MDB Harmonised Edition.  
 
 
Gordon Jaynes will introduce Clause 20 [Claims, Disputes and Arbitration] of that Edition. 
 
Five tutors will deal with five problematic areas of the Conditions, in the following order: 
 
Robert Smith: Care of Works, Insurance, Financing, Possession of Site and Taking 

Over 
 
James Brady: Design, Climatic and Grounds Conditions 
 
Andy Griffiths: Instructions, Pricing and Variations 
 
Murray Armes: Escalation and Price Variation 
 
Marianne Ramey: Delay Analysis and Extension of Time 
 
 
Following their presentations, the Training Workshop will form into groups of Participants and 
the Tutors will lead the Participants through hypothetical fact situations involving these five 
areas, exploring examples of problems which a Dispute Board can face. 
 





添付資料-２ 

 

セミナー資料 

 

（京都セミナー） 

 

2008 年 7 月 11 日開催 



 

                

国際協力銀行 

国立大学法人 京都大学 

(社)日本ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｴﾝｼﾞﾆﾔ協会 

 
DAB (Dispute Adjudication Board) セミナー 

 
プログラム 

 

京都会場：京都大学 2008 年 7 月 11 日 

 

13：30～14：00 受付 

 

14：00～14：05 開会の辞 国際協力銀行プロジェクト開発部 

 

【第一部】 

14：05～14：55 『JBIC ガイドライン・標準入札書類改訂について』 

 国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 宮尾 泰助 

14：55～15：10  －休憩－ 

 

【第二部】 

15：10～15：15 『アジア地域における DAB・アジュディケーター育成計画について』 

国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 宮尾 泰助 

  15：15～15：45 『FIDIC 契約約款（1999 年版、MDB 版）における DAB の位置付け』 

(社)日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）会員 林 幸伸 

  15：45～16：15 『DAB の実務』 

国立大学法人京都大学経営管理大学院教授 大本 俊彦 

  16：15～16：55 パネルディスカッション 

             モデレーター：大本俊彦 

パネラー：宮尾泰助、大本俊彦、林幸伸、 

大成建設 国際支店土木部長 傳 暁 

 

16：55～17：00 閉会の辞 国際協力銀行プロジェクト開発部 

 

 

総合司会： 

国立大学法人京都大学経営管理大学院修士 大島 都江 

 



 

宮尾 泰助 (MIYAO Taisuke) ：国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 

昭和 63 年京都大学法学部卒業、民間金融機関に入社。平成 4 年ペンシルヴァニア大学ロースクー

ルにて L.L.M.取得、ニューヨーク州弁護士資格取得。平成 8 年海外経済協力基金（現国際協力銀

行）入社、バンコク事務所次席駐在員を経て平成 18 年 7 月より現職。  

 

 

   

大本 俊彦（OMOTO Toshihiko）：国立大学法人京都大学経営管理大学院 教授 

昭和 49 年京都大学工学研究科土木工学専攻を終了後，大成建設（株）に入社。主に国際工事を担

当し，契約管理・紛争解決にかかわる。昭和 64 年～平成 3 年，ロンドン大学で「建設法と仲裁」

の修士課程を修める。その後英国仲裁人協会より公認仲裁士（フェロー：FCIArb）の資格を得る。

平成 12 年，大成建設を退社し，「大本俊彦 建設プロジェクト・コンサルタント」を開業。平成

14 年，京都大学博士（工学）を取得。平成 18 年 4 月，京都大学大学院経営管理研究部・教育部

教授となる。FIDIC 会長リストに掲載されている日本人で唯一のアジュディケーター。 

 

 

 

林 幸伸 （HAYASHI Yukinobu） 

：日本工営（株）ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ海外事業本部民活ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部 部長 

昭和 52 年埼玉大学機械工学部を卒業後、日本工営（株）に入社。主に海外開発案件におけるプロ

ジェクトマネジメント業務に携わる。(社)日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）では、

技術研修委員会で活動し、FIDIC レッドブック 1999 年版、FIDIC イエローブック 1999 年版、

FIDIC 契約ガイドの日本語版編纂にかかわる。 

 

 

 

傳    暁 （TSUTAE Satoru）：大成建設株式会社 国際支店 土木部長 

昭和 51 年北海道大学工学部土木工学科を卒業、大成建設（株）に入社。昭和 62 年米国コーネル

大学大学院修士課程修了。サウジアラビア、インドネシア、パキスタンなどの建設工事に携わり、

現在は国内で海外ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの支援指導を行う。英国仲裁人協会アソシエート・メンバー。 

 

 

 

大島 都江 （OSHIMA Kunie）：国立大学法人京都大学経営管理大学院 修士 

平成 14 年京都大学工学研究科土木工学専攻を修了後、パシフィックコンサルタンツ（株）に入社。

平成 16 年より（株）パシフィックコンサルタンツインターナショナルにて、ベトナムを中心とし

た海外プロジェクトの設計、調査業務に携わる。平成 18 年、同社を退社し京都大学経営管理大学

院に入学、現在は大本俊彦教授の下で研究を行う。 
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れ
を
拒
絶
し
、
こ
の

拒
絶
に
対
し
て
提
起
し
た
当
事
者
が
合
意
し
な
い
」
と

い
う
状
態

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
Y.

 H
ay

as
h
i 
2
0
0
8

い
う
状
態
。

4

AD
R（
裁
判
外
紛
争
解
決
）
と

D
AB
（
紛
争
裁
定
委
員
会
）

Ar
bi

tr
at

io
n（
仲
裁
）

M
ed

ia
tio

n（
調
停
）

M
ed

ia
tio

n（
調
停
）

Co
nc

ili
at

io
n（
調
停
）

D
is

pu
te

 B
oa

rd
（
紛
争
委
員
会
）

*1

D
is

pu
te

 R
ev

ie
w

 B
oa

rd
（
紛
争
検
討
委
員
会
）

D
is

pu
te

 A
dj

ud
ic

at
io

n 
Bo

ar
d（
紛
争
裁
定
委
員
会
）

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
Y.

 H
ay

as
h
i 
2
0
0
8

Co
m

bi
ne

d 
D

is
pu

te
 B

oa
rd
（
複
合
型
紛
争
委
員
会
）

*1
: 

IC
C(
国
際
商
業
会
議
所
）
の

D
is

pu
te

 B
oa

rd
 R

ul
e 

20
04
年
の
分
類



2

5

D
is

pu
te

 B
oa

rd
（
紛
争
委
員
会
）

D
is

pu
te

 R
ev

ie
w

 B
oa

rd
、

D
R
B

D
RB
は
拘
束
力
の
な
い
勧
告
（r

ec
om

m
en

da
tio

n）
を
与
え
る
。

拘
束
力
な
勧
告
（

）を
与
る
。

D
is

pu
te

 A
dj

ud
ic

at
io

n 
Bo

ar
d、

D
AB

D
AB
は
拘
束
力
の
あ
る
決
定
（d

ec
is

io
n）
を
与
え
る
。

FI
D

IC
契
約
約

款
19

99
年
版
で
は

D
AB
の
呼
称
を
用
い
て
い
る
が
、

M
D

B版
（2

00
5

、
20

06
）
で
は

D
is

pu
te

 B
oa

rd
（
D

B）
の
呼
称
を
用
い
て
い
る
。

Co
m

bi
ne

d 
D

is
pu

te
 B

oa
rd
、

CD
B

JB
IC

 D
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B
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em
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©
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h
i 
2
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通
常
は

D
RB
と
し
て
勧
告
（r

ec
om

m
en

da
tio

n）
を
与
え
る
が
、
契
約

当
事
者
の
一
方
が
決
定
（d

ec
is

io
n）
を
求
め
、
他
方
の
当
事
者
が
異

議
を
唱
え
な
け
れ
ば
決
定
（d

ec
is

io
n）
を
与
え
る
。

6

D
AB
の
種
類

Fu
ll-

te
rm

 D
AB
（
常
設

D
AB
）

本
体
建
設
契
約
の
締
結
後
に
設
置
さ
れ
紛
争
の
有
無

本
体
建
設
契
約
の
締
結
後
に
設
置
さ
れ
、
紛
争
の
有
無

に
拘
わ
ら
ず
現
場
を
定
期
的
に
訪
問
す
る
。

R
ed

 B
oo

k 
19

99
(M

D
B版
を
含
む

)で
採
用
。

Ad
-h

oc
 D

AB
（
臨
時

D
AB
）

建
設
契
約
の
当
事
者
間
の
紛
争
が
発
生
し
た
時
に
設
置

さ
れ
る

JB
IC

 D
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B
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em
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8

©
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ay

as
h
i 
2
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8

さ
れ
る
。

Ye
llo

w
 B

oo
k1

99
9、

Si
lv

er
 B

oo
k1

99
9で
採
用
。

7

常
設

D
AB
と
臨
時

D
AB
の
比
較

比
較
項
目
 

常
設
D
A
B
 

臨
時
D
A
B
 

D
A
B
の
全
体
費
用

高
低

D
A
B
の
全
体
費
用
 

高
低

紛
争
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
 

高
 

中
 

D
A
B
の
紛
争
予
防
機
能
 

有
 

無
 

D
A
B
委
員
の
専
門
性
 

個
別
の
契
約
の
範
囲

内
で
全
般
的
 

個
別
の
紛
争
に
特
化

紛
争
発
生
か
ら
D
A
B
裁
定
ま

で
の
期
間

短
（
速
や
か
に
対
応

可
能
）

長
（D
A
B
の
設
立
が

必
要
）

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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00
8

©
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ay

as
h
i 
2
0
0
8

で
の
期
間

可
能
）

必
要
）

D
A
B
の
外
部
専
門
家
雇
用

の
可
能
性
 

有
 

無
 

 

8

FI
D

IC
契
約
に
お
け
る
三
者
構
造
と

D
AB

発
注
者

（
報
告
、
申
請
）

 
【
建
設
 
契
約
】
 

【
コ
ン
サ
ル
 
タ
ン
ト
契
約
】
 

D
AB

 

 
【
D
A
B
契
約
】
 

 
【
D
A
B
契
約
】
 

（
決
定
）
 

（
決
定
）
 JB

IC
 D

A
B

 S
em

in
ar

 2
00

8

©
Y.

 H
ay

as
h
i 
2
0
0
8

請
負
者

 
エ
ン
ジ
ニ
ア

 

（
管
理
、
指
示
、
決
定
、
承
認
）
 



3

9
何
故
、

FI
D

IC
契
約
約
款
に

D
AB
が
導
入
さ
れ
た
の
か

（
一
般
的
な
意
見
・
見
解
）

エ
ン
ジ
ニ
ア
（
th

e 
En

gi
ne

er
）
が
中
立
（
im

pa
rt

ia
l）
な
紛
争
の
決
定

（
D

ec
is

io
n）
を
行
い
に
く
い
可
能
性
が
あ
る
。

ジ
発
注
者
が
単
独
選
任

る
エ
ン
ジ
ニ
ア
は
発
注
者
が
単
独
で
選
任
し
て
い
る
。

エ
ン
ジ
ニ
ア
は
発
注
者
と
の
契
約
に
基
づ
き
発
注
者
か
ら
支
払
い
を
受

け
て
い
る
。

エ
ン
ジ
ニ
ア
は
ク
レ
ー
ム
に
対
し
て
既
に
決
定
（
de

te
rm

in
at

io
n）
を
行
っ

て
い
る
。

エ
ン
ジ
ニ
ア
の
ク
レ
ー
ム
に
対
す
る
決
定
は
発
注
者
の
事
前
承
認
を
必

要
と
す
る
場
合
が
あ
る
。

(次
ペ
ー
ジ
参
照

)
ク
レ
ー
ム
が
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
行
為
（設
計
指
示
な
ど
）に
起
因
し
て
い
る
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 D
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ク
レ
ム
が
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
行
為
（設
計
、
指
示
な
ど
）に
起
因
し
て
い
る

場
合
が
あ
る
。

上
記
を
含
め
、

D
AB
の
導
入
に
よ
り
紛
争
が

Ar
bi

tr
at

io
n（
仲
裁
）
に
発

展
す
る
こ
と
を
、
よ
り
高
い
確
率
で
抑
止
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。

10

M
D

B版
に
お
け
る
発
注
者
の
事
前
承
認
事
項

4.
12
条
「
予
見
不
可
能
な
物
理
的
条
件
」
に
お
け
る
ク

レ
ー
ム
の
決
定

レ
ム
の
決
定

13
.1
条
「
変
更
の
権
利
」
に
お
け
る
変
更
の
指
示
（
対
象

金
額
は
別
途
設
定
）

13
.3
条
「
変
更
の
手
続
き
」
に
お
け
る
請
負
者
か
ら
の
変

更
提
案
の
承
認

13
4条
「
該
当
通
貨
に
よ
る
支
払
」
に
お
け
る
通
貨
毎
の
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 D
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13
.4
条
「
該
当
通
貨
に
よ
る
支
払
」
に
お
け
る
通
貨
毎
の

支
払
額
の
決
定

11

D
AB
の
課
題

費
用
の
問
題
（
D

A
B
契
約
に
係
わ
る
新
た
な
費
用
の

発
生
と
紛
争
解
決
に
係
わ
る
費
用
削
減
効
果
の
バ
ラ

発
生
と
紛
争
解
決
に
係
わ
る
費
用
削
減
効
果
の
バ
ラ

ン
ス
）

適
格
な

A
d
ju

d
ic

a
to

r（
裁
定
人
）
の
確
保

D
A
B
に
よ
る
紛
争
費
用
の
削
減
効
果
（
紛
争
期
間
短

縮
効
果
を
含
む
）
の
立
証

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
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 H
ay

as
h
i 
2
0
0
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12

標
準
契
約
約
款
に
お
け
る

D
AB
の
導
入

世
銀
の

Sa
m

pl
e 

Bi
dd

in
g 

D
oc

um
en

ts
 f

or
 P

ro
cu

re
m

en
t 

of
 C

iv
il 

W
or

k、
19

95
-2

00
5、

(D
RB

)
FI

D
IC

 O
ra

ng
e

Bo
ok

 (
設
計
・
施
工
及
び
タ
ー
ン
キ
ー

)、
19

95
g

(
)

Su
pp

le
m

en
t 

to
 t

he
 R

ed
 B

oo
k 

19
87
、

19
96

67
条
「
紛
争
の
解
決
」
の
オ
プ
シ
ョ
ン
と
し
て

D
AB
を
規
定

JB
IC

 S
am

pl
e 

Bi
dd

in
g 

D
oc

um
en

ts
 -

Pr
oc

ur
em

en
t 

of
 C

iv
il 

W
or

ks
、

19
99

R
ed

 B
oo

k 
19

87
を
ベ
ー
ス
と
し
て
い
る
が
、

67
条
の
オ
プ
シ
ョ
ン
と
し
て

D
AB
を
規
定

FI
D

IC
 C

on
di

tio
ns

 o
f 

Co
nt

ra
ct

 1
99

9年
版
、

19
99

Re
d 

Bo
ok
（
建
設
工
事
）

Ye
llo

w
 B

oo
k（
プ
ラ
ン
ト
及
び
設
計
・
施
工
）
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IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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Y.

 H
ay

as
h
i 
2
0
0
8

Si
lv

er
 B

oo
k（

EP
Cタ
ー
ン
キ
ー
）

G
re

en
 B

oo
k（
簡
易
契
約
様
式
）

FI
D

IC
 M

D
B 

H
ar

m
on

iz
ed

 E
di

tio
n、

20
05
・
20

06



4

13
FI

D
IC
契
約
約
款
に
お
け
る
ク
レ
ー
ム
と

紛
争
解
決
の
プ
ロ
セ
ス

R
ed

 B
oo

k 
19

87
年
版

エ
ン
ジ
ニ
ア
が
ク
レ
ー
ム
に
対
す
る
決
定
と
紛
争
に
対
す

エ
ン
ジ
ニ
ア
が
ク
レ
ム
に
対
す
る
決
定
と
紛
争
に
対
す

る
決
定
を
行
う
。

Ye
llo

w
 B

oo
k1

98
7年
版
も
同
様
。

R
ed

 B
oo

k 
19

99
年
版
や

M
D

B版
ク
レ
ー
ム
に
対
す
る
決
定
は
エ
ン
ジ
ニ
ア
が
行
う
が
、
紛
争

は
D

AB
に
付
託
さ
れ
、

D
AB
が
決
定
を
行
う
。
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IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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h
i 
2
0
0
8

は
D

AB
に
付
託
さ
れ
、

D
AB
が
決
定
を
行
う
。

Ye
llo

w
 B

oo
k1

99
9年
版
、

Si
lv

er
 B

oo
k 

19
99
年
版
も

同
様
。

14

FI
D

IC
契
約
約
款
に
お
け
る

D
AB
に
関
わ
る
文
書
・
規
定

(1
)

（
建
設
契
約
の
契
約
条
件
書
）

20
 

Cl
ai

m
s,

 D
is

pu
te

s 
an

d 
Ar

bi
tr

at
io

n（
ク
レ
ー
ム
、
紛
争
及
び
仲
裁
）

20
.1

 C
on

tr
ac

to
r’s

 C
la

im
s（
請
負
者
の
ク
レ
ー
ム
）

20
.2

 A
pp

oi
nt

m
en

t 
of

 D
AB
（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
）

20
.3

 F
ai

lu
re

 t
o 

Ag
re

e 
D

AB
（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
の
不
一
致
）

20
.4

 O
bt

ai
ni

ng
 D

AB
’s

 D
ec

is
io

n（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
の
取
得
）

20
.5

 A
m

ic
ab

le
 S

et
tle

m
en

t（
和
解
）

20
.6

 A
rb

itr
at

io
n（
仲
裁
）
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 D
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20
.7

 F
ai

lu
re

 t
o 

Co
m

pl
y 

w
ith

 D
AB

’s
 D

ec
is

io
n（
紛
争
裁
定
委
員
会
の

裁
定
へ
の
不
服
従
）

20
.8

 E
xp

iry
 o

f 
D

AB
’s

 A
pp

oi
nt

m
en

t（
紛
争
裁
定
委
員
会
選
任
の
期

限
）

15

FI
D

IC
契
約
約
款
に
お
け
る

D
AB
に
関
わ
る
文
書
・
規
定

(2
)

（
D

AB
と
の
契
約
に
関
わ
る
文
書
）

G
en

er
al

Co
nd

iti
on

s
of

D
is

pu
te

Ad
ju

di
ca

tio
n

G
en

er
al

 C
on

di
tio

ns
 o

f 
D

is
pu

te
 A

dj
ud

ic
at

io
n 

Ag
re

em
en

t（
紛
争
裁
定
合
意
書
の
一
般
条
件
）

Pr
oc

ed
ur

al
 R

ul
es
（
手
続
規
則
）

D
is

pu
te

 A
dj

ud
ic

at
io

n 
Ag

re
em

en
t（
紛
争
裁
定
合
意

書
）
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IC

 D
A

B
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ar
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©
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h
i 
2
0
0
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書
）

16
20

.2
 

Ap
po

in
tm

en
t 

of
 D

AB
 (

1)
 

（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
）

D
AB
は
一
人
制
ま
た
は
三
人
制
の
い
ず
れ
か
で
あ
り
入
札
付
属
書

類
に
規
定
さ
れ
る
。

ぞ
約
事
者
が

を
三
人
制
の
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
契
約
当
事
者
が

D
AB
委
員
を
一

名
ず
つ
指
名
し
、
他
の
当
事
者
が
こ
れ
に
合
意
す
る
。
三
人
目
の

委
員
（
議
長
）
は
、
両
当
事
者
が
、
二
名
の

D
AB
委
員
と
協
議
の
上

決
定
す
る
。
（
←
当
事
者
が
指
名
す
る
委
員
は
当
事
者
の
代
理
人

で
は
な
い
）

委
員
候
補
者
の
リ
ス
ト
が
契
約
に
あ
る
場
合
は
、
そ
の
リ
ス
ト
の
中

か
ら
委
員
を
選
定
す
る
。

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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か
ら
委
員
を
選
定
す
る
。

D
AB
委
員
の
報
酬
（
D

AB
が
検
討
を
依
頼
す
る
専
門
家
へ
の
報
酬

を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、
当
事
者
双
方
が
合
意
し
、
そ
れ
ぞ
れ
半
分

を
負
担
す
る
。



5

17
20

.2
 

Ap
po

in
tm

en
t 

of
 D

AB
 (

2)
 

（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
）

当
事
者
双
方
が
合
意
す
れ
ば
何
時
で
も
、
当
事
者
双
方
は
共
同
で

D
A
B
に
意
見
を
も
と
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
←
意
見
の
聴
取
に
対
し

他
方

当
事
者
が
合
意
な
場
合

と
自
体
が
紛

て
、
他
方
の
当
事
者
が
合
意
し
な
い
場
合
は
、
そ
の
こ
と
自
体
が
紛

争
と
な
る
）

D
A
B
の
意
見
は
書
面
に
よ
る
、
と
い
う
規
定
は
な
い
が
、
手
続
規
則

で
は
毎
回
の
現
場
訪
問
の
終
了
時
に

D
A
B
は
報
告
書
を
作
成
す

る
必
要
が
あ
る
。

当
事
者
双
方
が
合
意
す
れ
ば
何
時
で
も
、
当
事
者
双
方
は

D
A
B

委
員
を
交
替
す
る
こ
と
が
で
き
る
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IC

 D
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委
員
を
交
替
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

D
A
B
の
委
任
期
間
は
、
標
準
で
は
次
ペ
ー
ジ
の
通
り
で
あ
る
。

18

常
設

D
A
B
の
委
任
期
間

工
事
開
始
日
（
Le

tt
er

 o
f 
A
cc

ep
ta

n
ce
か
ら

4
2
日
以
内
）

20
.2

 
Ap

po
in

tm
en

t 
of

 D
AB

 (
3)

 
（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
）

工
事
開
始
日
（
Le

tt
er

 o
f 
A
cc

ep
ta

n
ce
か
ら

4
2
日
以
内
）

か
ら

2
8
日
以
内

債
務
確
定
書
（
d
is

ch
ar

g
e）
の
有
効
日
（
1
4
.1

2
条
）

（
請
負
者
に
履
行
保
証
が
返
却
さ
れ
支
払
が
完
了
し
た
日
）
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IC

 D
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B
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©
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（
請
負
者
に
履
行
保
証
が
返
却
さ
れ
支
払
が
完
了
し
た
日
）

19
20

.3
 F

ai
lu

re
 t

o 
Ag

re
e 

D
AB

（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
選
任
の
不
一
致
）

当
事
者
が

D
AB
委
員
を
指
名
で
き
な
か
っ
た
場
合
や
交

代
者
の
任
命
に
つ
い
て
合
意
で
き
な
か
っ
た
場
合
は
入

代
者
の
任
命
に
つ
い
て
合
意
で
き
な
か
っ
た
場
合
は
、
入

札
付
属
書
類
に
示
さ
れ
た
指
名
機
関
が

D
AB
委
員
を
指

名
す
る
。

こ
の
指
名
が
最
終
的
な
も
の
と
な
る
。

指
名
に
か
か
わ
る
指
名
機
関
の
報
酬
は
契
約
当
事
者
が

JB
IC

 D
A

B
 S
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半
々
に
負
担
す
る
。

20
20

.4
 O

bt
ai

ni
ng

 D
AB

’s
 D

ec
is

io
n 

(1
) 

（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
の
取
得
）

エ
ン
ジ
ニ
ア
の
証
明
、
決
定
、
指
示
、
意
見
や
査
定
な
ど
に
関

す
る
紛
争
（
あ
る
い
は
類
似
す
る
事
態
）
が
当
事
者
間
に
発
生

た
場
合

ず
れ
当
事
者
も
文
書

付
託

し
た
場
合
、
い
ず
れ
の
当
事
者
も
文
書
に
て

D
AB
に
付
託
し
て

そ
の
紛
争
の
裁
定
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

当
事
者
双
方
は
、

D
AB
が
必
要
と
す
る
全
て
の
追
加
情
報
、

現
場
へ
の
立
ち
入
り
や
そ
の
他
の
便
宜
の
利
用
が
で
き
る
よ

う
に
す
る
。

付
託
の

84
日
以
内
に

D
AB
は
紛
争
の
裁
定
を
行
う
。
裁
定
は

拘
が
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当
事
者
双
方
を
拘
束
す
る
。
当
事
者
双
は
裁
定
が
和
解
や
仲

裁
で
修
正
さ
れ
な
い
限
り
、
裁
定
を
有
効
な
も
の
と
す
る
。
契

約
が
放
棄
、
履
行
拒
絶
、
終
了
さ
れ
て
い
な
い
限
り
請
負
者
は

工
事
を
続
行
す
る
。
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21
20

.4
 O

bt
ai

ni
ng

 D
AB

’s
 D

ec
is

io
n 

(2
) 

（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
の
取
得
）

い
ず
れ
の
当
事
者
も

D
AB
の
裁
定
に
不
服
で
あ
る
場
合
、
裁

定
を
受
け
て
か
ら

28
日
以
内
に
他
方
の
当
事
者
に
不
服
申
し

定
受

事
者

服
申

立
て
お
よ
び
仲
裁
の
開
始
意
図
を
通
知
で
き
る
。
ま
た
、

D
AB

が
84
日
以
内
に
裁
定
を
下
せ
な
か
っ
た
場
合
に
、
い
ず
れ
の

当
事
者
も
他
方
の
当
事
者
に

28
日
以
内
に
不
服
申
し
立
て
お

よ
び
仲
裁
の
開
始
意
図
を
通
知
で
き
る
。

裁
定
の
受
領
後

28
日
以
内
に
い
ず
れ
の
当
事
者
か
ら
も
不
服

申
し
立
て
の
通
知
が
な
い
場
合
は
そ
の
裁
定
は
当
事
者
双
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申
し
立
て
の
通
知
が
な
い
場
合
は
、
そ
の
裁
定
は
当
事
者
双

方
に
と
っ
て
最
終
で
あ
り
、
且
つ
拘
束
力
を
持
つ
。

22
20

.7
 F

ai
lu

re
 t

o 
Co

m
pl

y 
w

ith
 D

AB
’s

 D
ec

is
io

n
（
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
へ
の
不
服
従
）

い
ず
れ
の
当
事
者
が
有
効
で
あ
る

D
AB
の
裁
定
に
従
わ
な
い

場
合
、
他
方
の
当
事
者
は

20
.6
条
に
よ
り
そ
の
不
履
行
を
仲

場
、

事
者

条
そ

履
仲

裁
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

20
.4
条
「
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
の
取
得
」
や

20
.5
条
「
和

解
」
は
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
適
用
さ
れ
な
い
。
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23
20

.8
 E

xp
iry

 o
f 

D
AB

’s
 A

pp
oi

nt
m

en
t

（
紛
争
裁
定
委
員
会
選
任
の
期
限
）

当
事
者
間
で
紛
争
が
起
こ
り
、

D
AB
が
任
期
満
了
な
ど
の
事

由
で
機
能
し
な
い
場
合
は
、
紛
争
は

20
.6
条
に
よ
り
直
接
仲

機
場

、
紛

条
直
接
仲

裁
に
付
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
場
合
に
。

20
.4
条
「
紛
争
裁
定
委
員
会
の
裁
定
の
取
得
」

や
20

.5
条
「
和
解
」は
適
用
さ
れ
な
い
。
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24
G

en
er

al
 C

on
di

tio
ns

 o
f 

D
is

pu
te

 A
dj

ud
ic

at
io

n 
Ag

re
em

en
t

（
紛
争
裁
定
合
意
書
の
一
般
条
件
）

(1
) 

紛
争
裁
定
合
意
書
は
「発
注
者
」
、
「請
負
者
」
、
「
D

AB
の
委

員
」
の
間
で
締
結
さ
れ
た

3者
間
契
約
（
tr

ip
ar

tit
e 

）
あ
る

ag
re

em
en

t）
で
あ
る
。

委
員
は
中
立
（
im

pa
rt

ia
l）
で
あ
り
、
発
注
者
、
請
負
者
、
エ
ン

ジ
ニ
ア
か
ら
独
立
（
in

de
pe

nd
en

t）
し
て
い
る
こ
と
を
保
証
す

る
。

委
員
を
指
名
す
る
と
き
は
、
発
注
者
お
よ
び
請
負
者
は
次
の

委
員
の
事
実
表
明
を
信
頼
し
て
行
う
。
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当
該
の
類
似
工
事
の
経
験
を
有
す
る
。

契
約
文
書
の
解
釈
に
経
験
を
有
す
る
。

契
約
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
言
語
に
堪
能
で
あ
る
。
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25
G

en
er

al
 C

on
di

tio
ns

 o
f 

D
is

pu
te

 A
dj

ud
ic

at
io

n 
Ag

re
em

en
t

（
紛
争
裁
定
合
意
書
の
一
般
条
件
）

(2
) 

D
AB
委
員
に
対
す
る
支
払
い
は
以
下
の
費
用
項
目
か
ら
な
る
。

顧
問
料
（
re

ta
in

er
 f

ee
）

日
当
た
り
報
酬
（
d

il
f
）

日
当
た
り
報
酬
（
da

ily
 fe

e）
職
務
遂
行
に
必
要
な
経
費
（
出
張
旅
費
、
宿
泊
食
費
、
電
話
代
、
宅
急
便
、

な
ど
）

当
該
国
で
課
せ
ら
れ
る
税
金

顧
問
料
に
つ
い
て
は
、
工
事
の
引
渡
し
証
明
書
の
発
行
後
は

50
％
減
額
す

る
。

請
負
者
は

D
AB
委
員
か
ら
の
請
求
書
受
領
後

56
日
以
内
に
全
額
を
支
払
い
、

総
額
の
半
分
の
返
済
を
発
注
者
に
申
請
す
る
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総
額
の
半
分
の
返
済
を
発
注
者
に
申
請
す
る
。

委
員
が
契
約
上
の
義
務
を
遵
守
し
な
か
っ
た
場
合
、
本
合
意
書
に
規
定
す
る

料
金
を
受
け
る
権
利
は
な
く
、
無
効
と
判
断
さ
れ
る
手
続
き
や
裁
定
に
関
わ
り

委
員
が
受
け
取
っ
た
料
金
を
返
済
す
る
も
の
と
す
る
。

26

Pr
oc

ed
ur

al
 R

ul
es
（
手
続
規
則
）

(1
) 

現
場
訪
問
は

1
4
0
日
以
内
の
間
隔
で
行
い
、
そ
の
間
隔
は

7
0
日

以
上
と
す
る
。

現
場
訪
問
の
目
的
は

D
A
B
が
工
事
の
進
捗
及
び
実
際
に
若
し
く

現
場
訪
問
の
目
的
は
、
D

A
B
が
工
事
の
進
捗
及
び
実
際
に
若
し
く

は
潜
在
的
に
存
在
す
る
問
題
や
ク
レ
ー
ム
に
つ
い
て
精
通
、
把
握

す
る
こ
と
に
あ
る
。

現
場
訪
問
に
は
、
発
注
者
、
請
負
者
、
エ
ン
ジ
ニ
ア
が
同
伴
す
る
。

現
場
を
離
れ
る
前
に
、
D

A
B
は
当
該
訪
問
に
お
け
る
活
動
に
つ
い

て
報
告
書
を
作
成
し
、
発
注
者
と
請
負
者
に
送
付
す
る
。

D
A
B
に
紛
争
が
付
託
さ
れ
た
場
合
に
は
、
D

A
B
は
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各
当
事
者
に
そ
の
主
張
を
述
べ
さ
せ
、
他
方
に
応
答
す
る
合
理
的
な
機
会

を
与
え
、
発
注
者
と
請
負
者
の
間
に
お
い
て
公
平
且
つ
中
立
的
に
行
動
す

る
。

不
要
な
遅
延
や
費
用
を
出
さ
ず
に
紛
争
に
適
し
た
手
続
き
を
と
る
。

27

Pr
oc

ed
ur

al
 R

ul
es
（
手
続
規
則
）

(2
) 

D
AB
は
紛
争
に
関
わ
る
聴
聞
（
he

ar
in

g）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

D
AB
は
審
問
手
続
き
（
in

qu
is

ito
ria

lp
ro

ce
du

re
）
を
採
用
し
、
発

q
p

注
者
、
請
負
者
、
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
代
表
者
以
外
の
人
物
の
聴
聞
会

へ
の
入
場
を
拒
否
で
き
る
。

D
AB
は
当
事
者
が
提
出
し
た
主
張
に
つ
い
て
聴
聞
の
際
に
意
見
を

表
明
し
て
は
な
ら
な
い
。
聴
聞
以
降
は
、

20
.4
条
に
従
い
そ
の
裁
定

を
行
い
こ
れ
を
発
注
者
と
請
負
者
に
通
知
す
る
。
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28

R
ed

 B
oo

k1
99

9と
M

D
B版
と
の
主
た
る
相
違
点

(1
) 

M
D

B版
で
は
、

D
AB

 (
D

is
pu

te
 A

dj
ud

ic
at

io
n 

Bo
ar

d)
を

D
B 

(D
is

pu
te

 B
oa

rd
)と
称
し
た
。

M
D

B版
で
は
、

20
.1
条
「
請
負
者
の
ク
レ
ー
ム
」
に
お
い
て
、
エ
ン

ジ
ニ
ア
が
定
め
ら
れ
た
期
限
内
に
決
定
を
出
さ
ず
、
何
れ
か
の
当

事
者
が
ク
レ
ー
ム
は
拒
否
さ
れ
た
と
考
え
た
場
合
、

D
Bに
ク
レ
ー
ム

を
付
託
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
た
。

M
D

B版
で
は
、

20
.2
条
に
お
い
て
、

D
Bの
委
員
は
、
契
約
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
言
語
に
堪
能
で
あ
り
当
該
の
類
似
工
事
の
経
験
を
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ニ
ケ
シ
ョ
ン
言
語
に
堪
能
で
あ
り
、
当
該
の
類
似
工
事
の
経
験
を

有
し
、
契
約
文
書
の
解
釈
に
経
験
を
有
す
る
必
要
の
あ
る
こ
と
が
明

記
さ
れ
た
。
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29

R
ed

 B
oo

k1
99

9と
M

D
B版
と
の
主
た
る
相
違
点

(2
) 

M
D

B版
で
は
、
三
人
制

D
Bの
委
員
の
選
定
に
お
い
て
、
契
約
デ
ー

タ
（
入
札
付
属
書
類
に
相
応
）
に
記
載
あ
る
期
日
の

21
日
前
ま
で
に

当
事
者
が
共
同
で
指
名
で
き
な
い
場
合
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
当
事
者

が
一
名
ず
つ
の
委
員
を
指
名
す
る
こ
と
と
し
た
。

D
B委
員
の
専
門

性
を
最
適
化
す
る
た
め
の
配
慮
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

M
D

B版
で
は
、
先
に
指
名
さ
れ
た
二
人
の
委
員
が
三
人
目
の
委
員

（
議
長
）
を
推
薦
す
る
と
い
う
プ
ロ
セ
ス
が
加
え
ら
れ
た
。

M
D

B版
の
手
続
規
則
に
お
い
て

D
Bの
現
場
訪
問
の
目
的
と
し
て
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M
D

B版
の
手
続
規
則
に
お
い
て
、

D
Bの
現
場
訪
問
の
目
的
と
し
て
、

潜
在
的
な
問
題
や
ク
レ
ー
ム
が
紛
争
に
発
展
し
な
い
よ
う
に
努
力

す
る
こ
と
が
追
記
さ
れ
た
。



資料－1 クレーム及び紛争解決の手順 （FIDIC Red Book 1987 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エンジニアの決定の受諾 

クレーム事象の発生

クレーム意図のエンジニアへの通知 

（クレーム事象発生後 28日以内） 

クレームの根拠と詳細のエンジニアへの通知 

（前項通知の 28日以内） 

エンジニアによる両当事者との

協議と決定 

紛争の発生 

クレームの解決 

53.1 条（費用） 

44.2 条（期間） 

53.3 条（費用） 

44.2 条（期間） 

53.5 条、52.2 条（費用） 

44.1 条（期間） 

エンジニアへの紛争の付託 

エンジニアの決定の通知 

（付託より 84日以内） 

決定への合意 紛争の解決

仲裁手続開始の通知 

（エンジニア決定より 70日以内） 

当事者間の和解の試み 

（通知より 56日以内） 

和解成立 

仲裁(ICC規則) 

紛争の最終解決 

67.1 条 

67.2 条 

67.3 条 

紛争の解決

Yes 

No 

Yes 

Yes 

No 

No 

67.1 条 

67.1 条 



 

資料－2   クレーム及び紛争解決の手順 （FIDIC Red Book 1999 年、MDB 版） 
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エンジニアの決定の受諾 

クレーム事象の発生

クレーム事象発生のエンジニアへの通知 

（クレーム事象認知後 28日以内） 

クレームの根拠と詳細のエンジニアへの通知 

（クレーム事象認知後 42日以内） 

紛争の発生 

クレームの解決 

20.1 条 

DABへの紛争の付託 

DABの裁定の通知 

（付託より 84日以内） 

裁定への合意 紛争の解決

裁定への不服通知 

（裁定より 28日以内） 

当事者間の和解の試み 

（通知より 56日以内） 

和解成立 

仲裁 (ICC規則) 

紛争の最終解決 

20.2 条 

20.5 条 

20.6 条 

紛争の解決

合意の形成 

エンジニアによる公平な決定 

クレームの解決 

Yes 

No 

20.1 条 

3.5 条 

3.5 条 

20.4 条 

20.4 条 

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

エンジニアによる両当事者間の合意形成の努力 

3.5 条 
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セ
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ナ
ー

D
is

p
u
te

 B
o
ar

d
の
実
務

2
0
0
8
年

7
月

1
1
日

京
都
大
学
経
営
管
理
大
学
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京
都
大
学
経
営
管
理
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学
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教
授
大
本
俊
彦
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題
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p
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実
施
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実
施
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D
B
の
実
例

D
B
メ
ン
バ
ー
に
な
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ま
し
ょ
う

D
B
の
普
及
実
態

情
報
の
ソ
ー
ス
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R
B
F 

(D
is

p
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R
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p
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l D
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at
io

n
)

D
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の
普
及
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態
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R
B
F 
レ
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A
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R
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よ
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0
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D
B
の
普
及
実
態

D
R
B
Fレ
ポ
ー
ト

レ
ポ
ー
ト
は
米
国
内
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

国
際
的
な
も
の
の
報
告
は
ほ
と
ん
ど
な
い

国
際
的
な
も
の
の
報
告
は
ほ
と
ん
ど
な
い

米
国
内
で
は
州
の
公
共
工
事
に
広
く
適
用

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
・
交
通
局

フ
ロ
リ
ダ
・
交
通
局

シ
ア
ト
ル
・
地
下
鉄 JB

IC
 D

A
B

 S
em

in
ar

 2
00

8

©
To

sh
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ik
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O
m

ot
o 

2
0
0
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ア
ラ
ス
カ
・
電
力
局

連
邦
政
府
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
省

D
B
の
普
及
実
態

米
国
で
の
例

–
公
共
工
事
で
の
採
用

FL
U

S
A

20
05

20
06

Fl
or

id
a 

D
O

T

FL
U

S
A

20
05

20
07

Fl
or

id
a 

D
O

T

FL
U

S
A

20
06

20
13

Fl
or

id
a 

D
O

T

FL
U

S
A

20
05

20
08

Fl
or

id
a 

D
O

T
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W
A

U
S

A
19

97
19

99
W

as
hi

ng
to

n 
S

t. 
Fe

rri
es

VA
U

S
A

20
03

20
07

Vi
rg

in
ia

 D
O

T

D
B
の
普
及
実
態

D
R
B
F以
外
の
ソ
ー
ス

世
銀
・
開
発
銀
行
（
M

D
B
s）
は

FI
D

IC
 M

D
B
版

実
施
報
告
が
系
統
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い

実
施
報
告
が
系
統
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い

JB
IC
は
こ
れ
ま
で

D
B
は
オ
プ
シ
ョ
ン

発
表
者
の
知
る
と
こ
ろ
は

2
件
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し
か
し
，
非
公
式
な
報
告
で
は
非
常
に
普
及

D
B
の
実
施

D
B
と
他
の
紛
争
解
決
手
段
と
の
相
違

中
立
者
（
D

B
メ
ン
バ
ー
）
は
両
当
事
者
の
合
意

現
場
に
お
け
る
紛
争
解
決

現
場
に
お
け
る
紛
争
解
決

紛
争
の
発
生
前
に
設
置

定
期
的
な
現
場
訪
問
と
書
類
の
レ
ビ
ュ
ー

D
B
は
紛
争
解
決
手
段
と
い
う
よ
り
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
一
部

D
B
メ
ン
バ
が
中
立
公
平
性
能
力
に
関
し
信
頼

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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8

©
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2
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D
B
メ
ン
バ
ー
が
中
立
・
公
平
性
，
能
力
に
関
し
信
頼

と
尊
敬
を
得
る
こ
と
が
重
要

こ
れ
ら
に
よ
り
紛
争
の
予
防
が
可
能
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D
B
の
実
施

D
B
メ
ン
バ
ー
の
資
格

FI
D

IC
に
よ
る

言
葉
言
葉

同
種
の
工
事
経
験

契
約
文
書
：
ド
ラ
フ
ト
・
解
釈
の
経
験

現
場
訪
問
が
可
能

契
約
当
事
者
と
利
害
関
係
が
な
い

契
約
に
対
し
て
利
害
関
係
が
な
い

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
To
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O
m

ot
o 

2
0
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契
約
に
対
し
て
利
害
関
係
が
な
い

技
術
者

o
r
弁
護
士

?

D
B
の
実
施

M
em

b
er
の
選
択
・
D

B
の
設
置

当
事
者
の
そ
れ
ぞ
れ
が
一
人
の
メ
ン
バ
ー
を
指
名
，

相
手
の
同
意
を
得
る
。
選
ば
れ
た

2人
が

3人
目
を
推

相
手
同
意
を
得
る
。
選
ば
れ
た
人

人
目
を
推

薦
し
，
当
事
者
が
こ
れ
に
同
意
→
 C
h
ai
rp
e
rs
o
n

（
C
h
ai
rp
e
rs
o
n
は
当
事
者
に
と
っ
て
第

3国
人
）

当
事
者
と
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
一
緒
に
な
っ
て
探
す

数
人
の
候
補
者
リ
ス
ト
か
ら
相
手
が
選
択

条
件
を
決
め
て
お
い
て
選
択
（
例
）

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
To
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o 
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o 

2
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8

条
件
を
決
め
て
お
い
て
選
択
（
例
）

F
ID
IC
 P
re
si
de
n
t’s
 L
is
tか
ら

技
術
者
2
名
＋
弁
護
士
1
名
（
チ
ェ
ア
マ
ン
）

D
B
の
実
施

D
B
契
約
を
結
ぶ
に
あ
た
り
開
示
す
る
べ
き
情
報

発
注
者
、
請
負
者
ま
た
は
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
取
締
役
、

幹
部
あ
る
い
は
職
員
と
の
業
務
上
ま
た
は
個
人
的
な

幹
部
あ
る
い
は
職
員
と
の
業
務
上
ま
た
は
個
人
的
な

関
係
、
及
び
当
該
契
約
が
そ
の
一
部
と
な
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
全
体
へ
の
従
前
の
関
与
実
績

発
注
者
、
請
負
者
ま
た
は
エ
ン
ジ
ニ
ア
に
よ
り
、
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
そ
の
他
と
し
て
以
前
に
雇
用
さ
れ
た
実
績

そ
他
中
立

発
注
者
請
負
者
及
び

ジ
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そ
の
他
、
中
立
で
、
発
注
者
、
請
負
者
及
び
エ
ン
ジ

ニ
ア
か
ら
独
立
し
て
い
る
事
を
保
証
す
る
情
報

D
B
の
実
施

開
示
例

JB
IC

 D
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B
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em
in

ar
 2
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8

©
To

sh
ih

ik
o 

O
m

ot
o 

2
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D
B
の
実
施

3
者
合
意
書

3
者
合
意
書
（
T
h
re

e-
Pa

rt
y 

A
g
re

em
en

t）
3
者
の
名
前
と
サ
イ
ン

D
A
B
規
則
の
指
定

報
酬

月
額
顧
問
料
（
R
et

ai
n
er
）

日
当
り
単
価
（
D

ai
ly

 F
ee
） JB

IC
 D

A
B

 S
em

in
ar

 2
00

8
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O
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o 
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0
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8

D
B
の
実
施

-プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
熟
知

第
1
回
目
の

S
it
e 

V
is

it

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ス

D
B
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
チ
ー
ム
の
メ
ン
バ
ー

関
係
者
の
個
人
の
紹
介
（
本
社
，
本
部
か
ら
の
参
加

?）
D

B
会
議
に
お
け
る
参
加
者
の
役
割

契
約
図
書
の
確
認

契
約
書
，
条
件
書
，
図
面
，
工
程
表
，
そ
の
他
の
合
意
書
，
関
係
図
書

D
B
に
契
約
図
書
の
確
保

現
場
に
各

1
部

D
B
個
人
に

A
5
縮
小
版
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IC
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D
B
個
人
に

A
-5
縮
小
版

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

段
取
り
の
構
築
（
ホ
テ
ル
・
車
等
手
配
，
会
議
室
，
設
備
）

工
事
工
程
に
合
わ
せ
た

S
it
e 

V
is

it
sの
予
定

D
B
の
実
施

-プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
熟
知

第
1
回
目
の

S
it
e 

V
is

it
（
続
き
）

紛
争
領
域
の
発
見

入
札
・
契
約
交
渉
・
契
約
調
印
段
階
で
既
に
問
題
発
生

自
分
た
ち
で
作
成
し
た
特
別
な
合
意
書
に
不
備

自
分
た
ち
で
作
成
し
た
特
別
な
合
意
書
に
不
備

契
約
調
印
後
す
ぐ
に
現
れ
る
問
題

企
業
登
録

ワ
ー
ク
・
パ
ー
ミ
ッ
ト

地
元
労
務
・
下
請
け
問
題

資
機
材
輸
出
入
問
題

先
行
工
事
の
遅
れ

図
面
発
給
遅
れ
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IC
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図
面
発
給
遅
れ

問
題
解
決
志
向
関
係
の
構
築

fo
r 

th
e 

p
ro

je
ct

D
o
cu

m
en

ta
ti
o
n
（ク
レ
ー
ム
）は
後

D
B
の
実
施

-プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
熟
知

S
it
e 

V
is

it
s

間
隔
：

3～
4ヶ
月
毎

現
場
滞
在
：
最
短

3日
間

現
場
滞
在
：
最
短

3日
間

1日
目
：
現
場
視
察

2日
目
：
ヒ
ア
リ
ン
グ

Em
pl

oy
er

, C
on

tra
ct

or
, E

ng
in

ee
r

当
事
者
外
関
係
者
（
必
要
に
応
じ
て
，
サ
ブ
コ
ン
，
設
計
者

et
c.
）

3日
目
：

Si
te

 V
is

it 
R

ep
or

t
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IC

 D
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B
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作
成
：
現
場
を
離
れ
る
前
に
作
成
す
る

レ
ビ
ュ
ー
：
各
パ
ー
テ
ィ
ー
に
よ
る
レ
ビ
ュ
ー
と
修
正

次
回

Si
te

 V
is

itの
期
日
確
定
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S
it
e 

V
is

it
 A

g
en

d
a 

(6
 –

1
0
 J

u
ly

 2
0
0
8
)

D
a
te

T
im

e
P
la

ce
C
on

te
n
ts

R
es

p
on

si
b
le

Pa
rt

ic
ip

an
ts

M
on

d
ay

 7
 

0
8
:0

0
H

ot
el

D
B
 p

ic
ke

d
 u

p
 t

o 
S
it
e 

I
B
ri
ef

in
g
 &

 t
ou

r
M

r.
 X

D
B
, 

E
m

p
, 

C
o
n
t.

 
E
n
g

1
2
:3

0
S
it
e 

O
ff

ic
e

Lu
n
ch

M
r.
 Y

D
B
, 

E
m

p
, 

C
on

t,
 

E
n
g

E
n
g

1
3
:3

0
To

u
r 

to
 S

it
e 

II
 &

 I
II

M
r.
 X

D
B
, 

E
m

p
, 

C
o
n
t,

 
E
n
g

1
8
:3

0
C
am

p
 

C
an

te
en

D
in

n
er

 &
 t

o 
H

ot
el

M
r.
 Y

D
B
, 

E
m

p
, 

C
on

t,
 

E
n
g

Tu
es

d
ay

 8
 

0
9
:0

0
H

ot
el

D
B
 p

ic
ke

d
 u

p
 t

o 
S
it
e 

I
E
m

p
 o

ff
ic

e 
fo

r 
m

ee
ti
n
g

M
r.
 X

D
B
, 

E
m

p
, 

C
o
n
t,

 
E
n
g
, 

S
u
b
 A

&
B

1
2
:3

0
S
it
e 

C
an

te
en

Lu
n
ch

M
r.
 Y

D
B
, 

E
m

p
, 

C
on

t,
 

E
n
g
, 

S
u
b
 A

&
B
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1
3
:3

0
 

1
8
:3

0
A
ft

er
n
oo

n
 s

es
si

on
 &

 t
o 

H
o
te

l
M

r.
 X

D
B
, 

E
m

p
, 

C
o
n
t,

 
E
n
g
, 

S
u
b
 A

&
B

W
ed

n
es

d
ay

 9
0
9
:0

0
H

ot
el

D
B
 p

ic
ke

d
 u

p
 t

o 
S
it
e 

of
fi
ce

 &
 p

re
p
ar

e 
re

p
or

t
D

B

1
6
:0

0
D

el
iv

er
/r

ev
ie

w
 o

f 
re

p
or

t 
&

 t
o 

H
ot

el
D

B
D

B
, 

E
m

p
, 

C
on

t,
 

E
n
g
, 

S
u
b
 A

&
B

D
B
の
実
施

-プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
熟
知

S
it
e 

V
is

it
s間
の
作
業

書
類
の
発
送

月
報

月
報

主
な

V
ar

ia
ti
o
n

ク
レ
ー
ム
・
ノ
ー
テ
ィ
ス

工
程
表
の

u
p
-d

at
e

重
要
と
思
わ
れ
る
手
紙

発
送
の
方
法

JB
IC

 D
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B
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発
送
の
方
法

フ
ァ
イ
ル
送
付
サ
ー
ビ
ス

ft
p
:/

/サ
イ
ト
の
構
築

発
送
の
方
法
（
例
）

W
eb

 S
it
eに
載
せ
る
➡

フ
ァ
イ
ル
送
付
サ
ー
ビ
ス
で
送
る

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
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o 
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m

ot
o 

2
0
0
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w
w

w
.y

o
u
se

n
d
it
.c

o
m
な
ど

（
高
く
な
い
，
1
0
0
M

B
ま
で
無
料
）

D
B
の
効
果

紛
争
の
解
決

当
事
者
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
間
で
解
決
で
き
な
い
紛
争
は

D
B
へ
申
立
て

（
re

fe
re

n
ce
）

D
B
は
現
場
の
工
事
の
進
捗
契
約
問
題
を
熟
知

D
B
は
現
場
の
工
事
の
進
捗
・
契
約
問
題
を
熟
知

定
期
的

S
it
e 

V
is

it
 時
を
利
用

大
分
な
書
類
・
大
げ
さ
な
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
は
不
要
（
Po

si
ti
o
n
 P

ap
er
）

現
場
レ
ベ
ル
で
解
決

代
理
人
は
不
要
（
弁
護
士
の
同
席
は
許
可

?）
迅
速
な
裁
定

ク
レ
ー
ム
・
紛
争
が
積
み
残
さ
れ
な
い

事
進
捗

妨
げ
な
な

助
な
る

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
To
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ik
o 

O
m
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o 

2
0
0
8

工
事
の
進
捗
の
妨
げ
に
な
ら
な
い
（
助
け
に
な
る
）

紛
争
が
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
な
い

関
係
者
間
で
協
力
関
係
の
確
立
・
維
持
（
fo

r 
th

e 
p
ro

je
ct
）
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D
B
の
効
果

紛
争
の
予
防

S
it
e 

V
is

it
sの
効
果

第
1
回

S
it
e 

V
is

it
契
約
調
印
ま
で
，
調
印
直
後
に
現
れ
る
問
題
の
整
理

将
来
の
紛
争
領
域
の
発
見
と
紛
争
回
避
の
知
恵
（
助
言
）

S
it
e 

V
is

it
s

工
事
・
工
程
の
進
捗
に
応
じ
て
問
題
点
の
発
現
・
紛
争
回
避
の
知
恵

時
に
は
技
術
的
助
言
も
（
コ
ス
ト
に
関
し
，
細
心
の
注
意
が
必
要
）

当
事
者
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
他
の
人
間
（
個
人
・
団
体
）
関
係
の
改
善
（
助
言
）

第
3
者
（
下
請
け
，
設
計
者
，
官
庁
他
部
局
等
）
へ
の
働
き
か
け
へ
の
利
用

S
it
e 

V
is

it
s間
の
情
報
入
手
効
果

関
係
者
の
態
度
の
変
化
感
知
・
改
善
助
言

質
問
と
返
答
に
よ
る
契
約
理
解
の
増
進

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
To
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o 

O
m
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o 
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非
公
式
見
解
（
in

fo
rm

al
/a

d
vi

so
ry

 o
p
in

io
n
）

D
B
が

S
it
e 

V
is

it
s 
な
ど
を
通
し
て
，
中
立
・
公
平
性
の
信
頼
を
得
る

助
言
・
非
公
式
見
解
が
受
け
入
れ
や
す
い

D
B
の
効
果

非
公
式
見
解

In
fo

rm
al

/A
d
vi

so
ry

 O
p
in

io
n

D
B
は
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
は
な
い
の
で
助
言
は
無
用

た
だ
し
，
当
事
者
が
合
意
の
下
に
助
言
を
求
め
る
の
は
よ
い

拘
束
力
は
な
い
（
当
事
者
，
D

B
双
方
に
と
っ
て
）

当
事
者
間
交
渉
の
ベ
ー
ス

紛
争
が
エ
ス
カ
レ
ー
ト
す
る
前
に
解
決

D
R
B
の
勧
告
（R

ec
o
m

m
en

d
at

io
n
）で
は
な
い

例

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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8

©
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sh
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ik
o 
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ot
o 
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自
分
た
ち
で
作
成
し
た
特
別
な
合
意
書
に
不
備
：

解
釈
の
調
整
と
新
し
い
ド
ラ
フ
ト
の
作
成

下
請
け
な
ど
第

3
者
を
巻
き
込
ん
だ
解
決
策
の
助
言

D
B
の
コ
ス
ト

FI
D

IC
に
お
け
る
説
明

R
et

ai
n
er

要
請
が
あ
れ
ば

2
8
日
以
内
に
現
場
に
出
張
が
可
能

要
請
が
あ
れ
ば

2
8
日
以
内
に
現
場
に
出
張
が
可
能

現
場
の
状
況
を
熟
知
し
，
関
連
書
類
を
保
持

事
務
所
経
費
そ
の
他

D
ai

ly
 F

ee
現
場
訪
問
時
の
日
当

滞
在
日
プ
ラ
ス
出
張
最
大
片
道

2
日
分

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
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o 

O
m
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o 

2
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滞
在

ラ
出
張
最
大
片
道

分

紛
争
申
立
て
に
よ
る
書
類
レ
ビ
ュ
ー
に
要
す
る
日
数

航
空
運
賃
，
ホ
テ
ル
代
な
ど
の
必
要
実
費

D
B
の
コ
ス
ト

FI
D

IC
 1

9
9
9
と

M
D

B
の
相
違

瑕
疵
担
保
期
間
の

R
et

ai
n
er

1
9
9
9
：
“
sh

al
l 
b
e 

re
d
u
ce

d
 b

y 
5
0
%

”
1
9
9
9
：

sh
al

l 
b
e 

re
d
u
ce

d
 b

y 
5
0
%

M
D

B
: 

“s
h
al

ll 
b
e 

re
d
u
ce

d
 b

y 
o
n
e 

th
ir
d

”

R
et

ai
n
er

/D
ai

ly
 F

ee
に
つ
い
て
，
も
し
契
約
書
に

記
述
が
な
く
，
契
約
当
事
者
が
合
意
で
き
な
い
と
き

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
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o 
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1
9
9
9
: 
記
述
な
し

M
D

B
: 

“a
p
p
o
in

ti
n
g
 e

n
ti
ty

/o
ff

ic
ia

l”が
決
め
る
．

も
し
，
FI

D
IC
が
指
名
者
と
な
っ
て
い
る
場
合
，
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D
B
の
コ
ス
ト
：

IC
S
ID

 (
In

te
rn

at
io

n
al

 C
en

tr
e 

fo
r 

S
et

tl
em

en
t 

o
f 

In
ve

st
m

en
t 

D
is

p
u
te

s)
に
よ
る

fe
e規
定

FI
D

IC
: 

IC
S
ID
に
よ
る

fe
eは
合
意
で
き
る

IC
S
ID
の
規
定
：

U
S
$
3
,0

0
0
/d

ay

JB
IC

 D
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B
 S
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D
B
の
コ
ス
ト

D
B
メ
ン
バ
ー
へ
の
支
払
い

R
et

ai
n
er

3
か
月
分
を
ま
と
め
て
先
払
い

3
か
月
分
を
ま
と
め
て
先
払
い

特
段
の
合
意
が
な
い
と
き
，
2
4
ヶ
月
変
更
な
し

D
ai

ly
 F

ee
/旅
費
等
の
実
費

S
it
e 

V
is

it
終
了
後
速
や
か
に

支
払
い
方
法

コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
が

1
0
0
%
を
ま
ず
支
払
う

JB
IC

 D
A

B
 S

em
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ar
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©
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コ
ン
ト
ラ
ク
タ
が

1
0
0
%
を
ま
ず
支
払
う

出
来
高
払
い
を
通
じ
て

5
0
%
の
精
算

す
な
わ
ち
，
発
注
者
は
ロ
ー
ン
で
支
払
え
る

D
B
の
コ
ス
ト

費
用
対
効
果

D
B
を
設
置
し
な
い
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
一
般
例

手
紙
の
や
り
取
り
が
大
仕
事

各
自
が
利
益
追
求

各
自
が
利
益
追
求

契
約
当
事
者
，
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
関
係
が
ギ
ク
シ
ャ
ク

ク
レ
ー
ム
が
積
み
残
し

小
さ
い
ク
レ
ー
ム
も
エ
ス
カ
レ
ー
ト
（
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ク
レ
ー
ム
，
金
利
，
為
替

問
題
の
追
加
）

ク
レ
ー
ム
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
製
作
・
査
定

弁
護
士
，
専
門
家
，
社
員
の
増
員
，
長
期
間

訴
訟
・
仲
裁
で
な
く
と
も
莫
大
な
コ
ス
ト

ク
レ
ム
査
定
の
追
加
ス
ト
で
発
注
者
と
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
紛
争

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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00
8
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ク
レ
ー
ム
査
定
の
追
加
コ
ス
ト
で
発
注
者
と
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
紛
争

訴
訟
・
仲
裁
に
な
れ
ば
も
っ
と
莫
大
な
コ
ス
ト
（
数
年
に
わ
た
る
）

（
例
）
日
本
：
一
方
当
事
者
に
弁
護
士

5
人

（
例
）
国
際
：
一
方
当
事
者
に
バ
リ
ス
タ
ー

2
人
，
ソ
リ
ス
タ
ー

3
人

D
B
の
コ
ス
ト

費
用
対
効
果
（
続
き
）

D
B
を
設
置
し
た
場
合

経
験
あ
る
発
注
者
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
が
こ
れ
ま
で
ク
レ
ー

経
験
あ
る
発
注
者
，
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
が
こ
れ
ま
で
ク
レ
ー

ム
・
コ
ス
ト
と
し
て
見
込
ん
で
い
た
コ
ス
ト
で
十
分

契
約
管
理
に
お
け
る
ギ
ャ
ン
ブ
ル
の
防
止
，
確
か
さ
の
増
進

発
注
者
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
に
よ
る
不
合
理
な
査
定
の
防
止

コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
の
不
当
な
ク
レ
ー
ム
の
防
止

入
札
金
額
の
安
定

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8

©
To

sh
ih

ik
o 

O
m

ot
o 

2
0
0
8
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ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

Li
st

in
g
の
現
状

FI
D

IC
公
認
ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
・
リ
ス
ト

FI
D

IC
 P

re
si

d
en

t’s
 L

is
t 

of
 A

p
p
ro

ve
d
 D

is
p
u
te

 A
d
ju

d
ic

at
or

s
3
8
名
の
登
録
（
土
木
技
術
者
，
建
築
士
，
Q

S
，
機
械
技
術
者
，
弁
護
士

et
c.
）

工
学
を
修
め
た
か
，
建
設
関
連
技
術
者
で
あ
る
こ
と
が
必
須
，
リ
ス
ト
に
あ
る
弁
護

士
は

1
）
FI

D
IC
の
会
員
で
あ
る
，
2
）
建
設
工
事
・
紛
争
解
決
の
経
験
が
豊
富

A
A
A
（
ア
メ
リ
カ
仲
裁
協
会
）
D

B
 P

an
el

現
在
作
成
中

D
R
B
F公
認
ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
・
リ
ス
ト
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IC

 D
A

B
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D
R
B
F公
認
ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
タ
リ
ス
ト

IC
E
, 
A
C
E

そ
の
他
，
各
国
の

N
at

io
n
al

 L
is

t

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

教
育
・
訓
練
・
資
格
授
与

FI
D

IC 教
育
・
訓
練
（
FI

D
IC
が
契
約
し
て
い
る
セ
ミ
ナ
ー
業
者
）

モ
ジ
ュ
ー
ル

1
: 

FI
D

IC
条
件
書
の
使
用
法

モ
ジ
ュ
ー
ル

2
: 
ク
レ
ー
ム
管
理
・
紛
争
解
決
技
術

モ
ジ
ュ
ー
ル

3
: 

D
A
B
プ
ロ
セ
ス
の
管
理

研
修
生
制
度

Pr
es

id
en

t’s
 L

is
tの
ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
他
が

D
B
メ
ン
バ
ー
を
務
め
る
と
き
に
研
修
生
と
し

て
参
画
す
る

資
格
授
与

審
査
委
員
会
に
よ
る
試
験
（
A
d
ju

d
ic

at
io

n
 A

ss
es

sm
en

t 
W

o
rk

sh
o
p
）

D
R
B
F 年
に
何
度
も
米
国
内
で

W
o
rk

sh
o
p
を
行
っ
て
い
る

D
B
メ
ン
バ
に
な
る
た
め
の

W
k

h
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IC

 D
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B
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D
B
メ
ン
バ
ー
に
な
る
た
め
の

W
o
rk

sh
o
p

D
B
の
チ
ェ
ア
マ
ン
に
な
る
た
め
の

W
o
rk

sh
o
p

た
だ
し
ま
だ
資
格
試
験
は
準
備
中

仮
リ
ス
ト
を
作
成
中
（
現
在
の
経
験
で
審
査
）

そ
の
他
の
国
々

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

ア
ジ
ア
版

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
を
育
成
し
な
く
て
も
潜
在
的
資
格
者
が
存
在

理
由
：
建
設
訴
訟
・仲
裁
等
紛
争
解
決
の
専
門
家
が
す
で
に
い
る

英
国
・
米
国
・
先
進
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

香
港
・
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

育
成
の
必
要
な
地
域

理
由
：
建
設
訴
訟
・仲
裁
等
が
少
な
く
，
専
門
家
も
い
な
い

ア
ジ
ア
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IC
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A

B
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em
in
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00
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旧
東
欧

ア
フ
リ
カ

南
米
（
?）

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

D
B
メ
ン
バ
ー
資
格
者
の
増
員
計
画

FI
D

IC
 P

re
si

d
en

t’s
 L

is
tに
ア
ジ
ア
人
が

1
人

ア
ジ
ア
で
増
員

日
本
で
増
員

候
補
者
の
発
見
（
自
・他
）

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
，
ゼ
ネ
コ
ン
，
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
企
業

et
c.

再
教
育
・
訓
練
（
A
A
W
・新
機
関
の
試
験
を
受
け
る
た
め
の
レ
ベ
ル
・

ア
ッ
プ
）

英
語
力

FI
D

IC
 1

9
9
9
/M

D
B
の
学
習

JB
IC

 D
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B
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em
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ク
レ
ー
ム
の
ケ
ー
ス
・
ス
タ
デ
ィ
ー
（
契
約
解
釈
）

模
擬

D
B
ヒ
ア
リ
ン
グ

D
ec

is
io

n
作
成

倫
理
（
E
th

ic
s）
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ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

教
育
・
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
す
べ
て
英
語
）
（
案
）

教
育
・
訓
練
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

教
科
書
作
り

教
科
書
作
り

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
場
所
（
日
本
・ア
ジ
ア

?）
講
師

候
補
者

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
ー
資
格
審
査
（
新
機
関
）

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
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書
類
審
査
基
準

審
査
委
員

審
査
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

ア
ジ
ュ
デ
ィ
ケ
ー
タ
の
育
成

教
育
・
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
案
）

日
本
・
ア
ジ
ア

教
育
・
訓
練

教
育
訓
練

（
例
）
研
究
・
教
育
セ
ン
タ
ー
の
設
立

海
外
の

D
B
教
育
経
験
者
の
協
力

FI
D

IC
と
の
連
携

日
本
の

N
at

io
n
al

 L
is

t
A
JC

E
: 

FI
D

IC
 m

em
b
er

 a
ss

o
ci

at
io

n
ア
ジ
ア
諸
国

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
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ア
ジ
ア
諸
国

FI
D

IC
 m

em
b
er

 a
ss

o
ci

at
io

n
s:

 N
at

io
n
al

 
Li

st
s

D
B
の
例

D
A
B
の
例

中
国
の
上
水
道
ト
ン
ネ
ル
・プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

JB
IC
ロ
ー
ン

2
0
0
3
年

3
月
～

2
0
0
7
年

3
月
に

1
3
回
の
現
場
訪
問

2
0
0
8
年

2
月
瑕
疵
担
保
期
間
終
了

2
0
0
8
年

3
月
よ
り
最
終
精
算
終
了
ま
で
，
D

A
B
延
長

D
A
B
メ
ン
バ
ー
の
選
択

発
注
者
：
日
本
人
技
術
者
（
発
表
者
：
FI

D
IC

 L
is

t）
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
：
ア
メ
リ
カ
人
技
術
者
（D

R
B
F 

Pr
es

id
en

t）

JB
IC

 D
A

B
 S

em
in

ar
 2

00
8
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チ
ェ
ア
マ
ン
：
ア
メ
リ
カ
人
建
設
法
弁
護
士
（
FI

D
IC

 L
is

t）
C
o
-m

em
b
er

sが
合
意
し
て
推
薦

当
事
者
が
同
意
し
て
確
定

D
B
の
例

D
R
B
の
例

マ
ダ
ガ
ス
カ
ル
の
港
湾
工
事

世
銀
と
民
間
融
資

世
銀
と
民
間
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| Resources | Adjudicators | Contracts | 

FIDIC President's List

Persons who successfully completed an Adjudication Assessment Workshop and applied 
for entry to the FIDIC President's List of Approved Dispute Adjudicators are entered on 
the List for three years.

FIDIC has established a high standard for its President's List of Approved Dispute Adjudicators. 
Successful attendees at an Adjudication Assessment Workshop are required to be fluent in English and 
to be thoroughly familiar with FIDIC's 1999 Conditions of Contract. Attendees have been subjected to 
rigorous testing, and were expected to demonstrate compliance with the specified criteria for inclusion 
on the List. 

Listees 
List all Directory contact details
- Peter Aeberli
- Romano Allione
- Hans Ammendrup
- Richard Appuhn
- Gordon Bathgate
- Aaron Ben Arie
- G.M. Beresford Hartwell
- Anthony Bingham
- Peter Chapman
- Cyril Chern
- Edward Corbett
- Guy Cottam
- Peer Dalland
- Geradus de Jong
- John Elsden
- Geoffrey Hawker
- Gordon Jaynes
- Igor Leto
- David Loosemore
- Nigel Lowe
- Hamish Macdonald
- Colin Marshall
- David May
- Robert McLean
- Martin Moorhead
- Peter Morris
- Michael Mortimer-Hawkins
- Henry Musonda
- Toshihiko Omoto
- Gwyn Owen
- John Papworth
- Stephen Pratt
- J. Gordon Rees
- Anthony Sanders
- Robert J. Smith
- Brian Totterdill
- Christopher Wade
- Michael Watson

Requests for Appointment
A request for FIDIC to "appoint" a member of a DAB (in the sense of nominating, i.e.,  if the appointing 
entity named in the Appendix to Tender or the Particular Conditions of a FIDIC Contract is the President
of FIDIC or a person appointed by its President): 

must be submitted by a Party,  
to the FIDIC Secretariat,
with the fee of Swiss francs 2000.- (EUR 1250.-; or $US 1800.-)  
by cheque, bank draft or credit card authorisation, and  
must include the following:  



























DABセミナー　参加者　一覧 セミナー 懇親会
参加者 9 4

主催者・講演者 7 7
【京都会場】　7月11日（金）　14：00～ 合計 16 11

整理番号 会社名 氏名 出席 懇親会 所属

1 AJCE個人賛助会員 竹村　陽一 ○ ○

2 大豊建設 安藤正司 ○ 執行役員　海外支店長

3 ㈱奥村組 木下　義照 ○ 常務執行役員

4 京都大学 大西　正光 ○ ○ 工学研究科　助教

5 京都大学 翁　素芳 ○ 経営管理大学院　２回生

6 京都大学 Nguyen Quy Hoang ○ 経営管理大学院　１回生

7 京都大学 森　悠 ○ 経営管理大学院　１回生

8 ㈱神戸製鉄所 石野　裕通 ○ ○
プロジェクト管理部　リスクマネジメ
ント室　課長

9 ㈱神戸製鉄所 榊原　章洋 ○ ○
プロジェクト管理部　リスクマネジメ
ント室　次長

主催者　講演者　（敬称略）
番号 所属 氏名 出席 懇親会

主-1 国際協力銀行 宮尾　泰助 ○ ○

主-2 京都大学 大本　俊彦 ○ ○

主-3 AJCE 林　幸伸 ○ ○

主-4 AJCE 山下　佳彦 ○ ○

主-5 大成建設 傳　暁 ○ ○

主-6 京都大学 大島　都江 ○ ○

主-7 京都大学 程　凌皓 ○ ○



添付資料-３ 

 

セミナー資料 

 

（東京セミナー） 

 

2008 年 7 月 18 日開催 



 

                

国際協力銀行 

国立大学法人 京都大学 

(社)日本ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｴﾝｼﾞﾆﾔ協会 

 
DAB (Dispute Adjudication Board) セミナー 

 
プログラム 

 

東京会場：国際協力銀行 講堂 2008 年 7 月 18 日（金） 

 

13：30～14：00 受付 

 

14：00～14：05 開会の辞 国際協力銀行プロジェクト開発部 部長 大貝 隆之 

 

【第一部】 

14：05～14：55 『JBIC ガイドライン・標準入札書類改訂について』 

 国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 宮尾 泰助 

14：55～15：10  －休憩－ 

 

【第二部】 

15：10～15：15 『アジア地域における DAB・アジュディケーター育成計画について』 

国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 宮尾 泰助 

  15：15～15：45 『FIDIC 契約約款（1999 年版、MDB 版）における DAB の位置付け』 

(社)日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）会員 林 幸伸 

  15：45～16：15 『DAB の実務』 

国立大学法人京都大学経営管理大学院教授 大本 俊彦 

  16：15～16：55 パネルディスカッション 

モデレーター：京都大学工学研究科 助教 大西  正光 

パネラー：大豊建設 執行役員 海外支店長 安藤  正司 

宮尾泰助、大本俊彦、林幸伸 

 

16：55～17：00 閉会の辞 国際協力銀行プロジェクト開発部 技術顧問 太刀川 安彦 

   

 

  総合司会：(社)日本コンサルティング・エンジニヤ協会 事務局長  山下 佳彦 

 



 

宮尾 泰助 (MIYAO Taisuke) ：国際協力銀行プロジェクト開発部調達監理班課長 

昭和 63 年京都大学法学部卒業、民間金融機関に入社。平成 4 年ペンシルヴァニア大学ロースクー

ルにて L.L.M.取得、ニューヨーク州弁護士資格取得。平成 8 年海外経済協力基金（現国際協力銀

行）入社、バンコク事務所次席駐在員を経て平成 18 年 7 月より現職。  

 

大本 俊彦（OMOTO Toshihiko）：国立大学法人京都大学経営管理大学院 教授 

昭和 49 年京都大学工学研究科土木工学専攻を終了後，大成建設（株）に入社。主に国際工事を担

当し，契約管理・紛争解決にかかわる。昭和 64 年～平成 3 年，ロンドン大学で「建設法と仲裁」

の修士課程を修める。その後英国仲裁人協会より公認仲裁士（フェロー：FCIArb）の資格を得る。

平成 12 年，大成建設を退社し，「大本俊彦 建設プロジェクト・コンサルタント」を開業。平成

14 年，京都大学博士（工学）を取得。平成 18 年 4 月，京都大学大学院経営管理研究部・教育部

教授となる。FIDIC 会長リストに掲載されている日本人で唯一のアジュディケーター。 

 

林  幸伸（HAYASHI Yukinobu） 

：日本工営（株）コンサルタント海外事業本部民活プロジェクト部 部長 

昭和 52 年埼玉大学機械工学部を卒業後、日本工営（株）に入社。主に海外開発案件におけるプロ

ジェクトマネジメント業務に携わる。(社)日本コンサルティング・エンジニヤ協会（AJCE）では、

技術研修委員会で活動し、FIDIC レッドブック 1999 年版、FIDIC イエローブック 1999 年版、

FIDIC 契約ガイドの日本語版編纂にかかわる。 

 

安藤 正司（Ando Masashi）：大豊建設 執行役員 海外支店長 

昭和 47 年岐阜大学工学部土木工学科を卒業後、大豊建設㈱入社。主に国内で道路公団工事を担当

し、平成 6 年に技術士（建設部門）の資格を得る。平成 12 年、海外事業部に移籍し、台湾高速鉄

道 C220 工事に従事する。 

 

大西 正光（ONISHI Masamitsu） 

: 京都大学大学院 工学研究科 都市社会工学専攻 助教 

平成 15 年、京都大学大学院工学研究科土木工学専攻修士課程を卒業後、平成 17 年に同大学院工

学研究科都市社会工学専攻にて博士（工学）を取得。以降、現職。専門は、建設マネジメントで

あり、特に経済学を基礎とした公共調達分野の制度設計論に詳しい。これまでに、京都大学経営

管理大学院の大本教授と、建設契約及び紛争解決に関する共同研究に取り組み、「建設契約紛争

における和解と仲裁」などの紛争解決に関する論文を執筆している。平成 17 年土木学会論文奨励

賞、平成 19 年土木学会論文賞を受賞。 

 

山下 佳彦（YAMASHITA Yoshihiko） 

: （社） 日本コンサルティング・エンジニヤ協会 事務局長 

昭和 55 年ハワイ大学大学院海洋工学科 Ph.D.修了後、㈱建設技術研究所に入社。技術士・APEC

エンジニア資格登録。主に水環境業務に携わる。FIDIC では 1992 年から現在まで環境委員会、

持続性委員会等の委員。AJCE では、1991 年より技術研修委員会で活動し、FIDIC 環境政策指

針、1999 年版 Red Book、持続性評価指針などの日本語版編纂に関わる。2007 年 10 月より現職。 



DABセミナー　参加者　一覧 セミナー 懇親会
参加者 123 41

主催者・講演者 11 11
【東京会場】　7月18日（金）　14：00～ 合計 134 52

整理番号 会社名 氏名 出席 懇親会 所属

1 ㈱IHI 山本　祐一 ○
社会基盤事業部　橋梁エンジニア
リング部　工事管理G　課長

2 ㈱IHI 松野　憲司 ○
社会基盤事業部　橋梁エンジニア
リング部　工事管理G　課長

3 ㈱IHI 早坂　康広 ○
社会基盤事業部　営業部鋼構造G
課長

4 ㈱IHI 安藤
アンドウ

　聡
アキ

穂
ホ

○
社会基盤事業部　営業部鋼構造G
課長

5 ㈱IHI 吉井　康之助 ○ 社会基盤事業部　営業部鋼構造G

6 ㈱IHI 宮崎　由香 ○ 社会基盤事業部　管理部企画G

7 ㈱IHI 藤野　裕理 ○ 契約法務部

8 ㈱IHI 橋本　謙治 ○ 顧問

9 ㈱ACKグループ 藤岡　和久→稲見 ○ 国際企画室　室長

10 ㈱ACKグループ Stephan Thomas Lacey ○ 国際規格室

11 ㈱アンジェロセック 鈴木　伸幸 ○ 営業担当部長

12 ㈱NHKアイテック 大村　俊郎 ○ 海外事業部　事業部長

13 ㈱エムアンドワンコンサルタント 佐野　幸規 ○ 取締役　技術部長

14 ㈱大林組 狭間　　裕志 ○ 海外支店　見積部　部長

15 ㈱大林組 田島　正樹 ○ ○ 海外支店総務部副部長

16 ㈱大林組 今村　政幸 ○ ○ 海外支店総務部専門士

17 OYOインターナショナル㈱ 田中　賢治 ○ 管理部長

18 ㈱奥村組 桑名　永光 ○ 海外事業担当グループ課長

19 OPMAC㈱ 前田　栄治 ○ 企画部長

20 ㈱オリエンタルコンサルタンツ 辰巳　正明 ○ ○ 国際事業部　顧問

21 ㈱オリエンタルコンサルタンツ 中島　剛 ○ ○ 国際事業部

22 ㈱オリエンタルコンサルタンツ 小林　宏昭 ○ ○ 国際事業部　主査

23 (社)海外建設業協会（OCAJI) 鈴木　一 ○ ○ 専務理事

24 (社)海外建設業協会（OCAJI) 執行
シギョウ

　大輔
ダイスケ

○ ○ 常務理事

25 (社)海外建設業協会（OCAJI) 中山　隆 ○ ○ 常務理事

26 (社)海外建設業協会（OCAJI) 油谷　勤 ○ ○ 国際企画部　部長

27 (社)海外建設業協会（OCAJI) 田下
タシモ

　康人
ヤスト

○ ○ 国際企画部　副部長

28 (社)海外建設業協会（OCAJI) 小坂　直哉→鈴木 ○ ○ 国際企画部　課長

29 (社)海外建設業協会（OCAJI) 入江　寛子 ○ ○ 国際企画部

30 鹿島建設㈱ 本田　正光→増田 ○ 海外支店　管理部

31 カワサキプラントシステムズ㈱ 松木　未希 ○ 管理部

32 ㈱クボタ 山下　彰 ○ 鉄管事業推進部　主任

33 ㈱熊谷組 角元
カクモト

　孝志
タカシ

○ 国際支店　営業部部長

34
グローバル環境・エネルギー研
究所

掛川　昌俊 ○ ○ 所長



整理番号 会社名 氏名 出席 懇親会 所属

35 ㈱建設企画コンサルタント 中村　和夫 ○ 海外事業本部　顧問

36 ㈱建設技研インターナショナル 前田　剛和 ○ 営業企画室　室長

37 ㈱建設技術研究所 鏑木　孝治 ○ ○ 国際部　技師長

38 高知工科大学 草柳　俊二 ○ ○ 社会システム工学科　教授

39 ㈱鴻池組 小野　三好 ○ 海外事業部　事業部長

40 ㈱鴻池組 成山　信二 ○ ○ 海外事業部管理部　部長

41 ㈱鴻池組 永石　元 ○ 海外事業部土木部　部長

42 ㈱鴻池組 小泉　章彦 ○ 海外事業部管理部管理課　課長

43 五洋建設㈱ 勝村　潤治 ○ 国際総務部長

44 五洋建設㈱ 曳
ヒキ

沼
ヌマ

　賢
ケン

→遠藤
エンドウ

○ 国際営業部長

45 ㈱ジェイ・パワーシステムズ 鈴木　慎也 ○ 国際事業部国際営業部

46 清水建設㈱ 亀田　均 ○ ○ 海外土木支店　契約管理部長

47 清水建設㈱ 荒木　祐宏 ○
海外土木支店営業企画グループ
長

48 住友商事㈱ 大草　太郎 ○ 法務部

49 世界銀行 川畑 安弘 ○ ○
東京事務所ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰ

50 石油資源開発㈱ 池野　友徳 ○ 海外法務部総務グループ長

51 セントラルコンサルタント㈱ 西村　光→仁平 ○ 海外部　道路グループ長

52 ㈱大気社 大重　邦博 ○ 国際支店営業部長

53 大成建設㈱ 野間　昭彦 ○ 国際支店営業部企画管理室長

54 大成建設㈱ 鈴木　美来 ○ 国際支店営業部（土木）

55 大成建設㈱ 中村　章子 ○ 国際支店営業部（土木）

56 大成建設㈱ 佐々木　克己 ○ 国際支店　理事

57 大成建設㈱ 谷　和仁 ○ ○ 国際支店　営業部　課長

58 大成建設㈱ 内田　美奈子 ○ 国際支店　営業部

59 大成建設㈱ 小倉　隆 ○
国際支店　プロジェクト管理部　次
長

60 大成建設㈱ 國
クニ

包
カネ

　健一 ○
国際支店　プロジェクト管理部　課
長

61
大成建設㈱ 内藤 誠二郎

○
国際事業本部国際土木支店土木部

62 大豊建設㈱ 春田　耕平 ○ ○ 海外支店営業部部長代理

63 大豊建設㈱ 藤田　映範 ○ ○ 海外支店営業部課長

64 竹中工務店 市川　浩司 ○ ○ 国際支店　営業部

65 中央開発㈱ 瀬古　一郎 ○ ○ 代表取締役社長

66 ㈱長大 藤田　孝行 ○ ○ 国際事業部営業企画部・課長

67 電源開発㈱ 近江　英俊 ○
水力エンジニアリング部土木技術
室副部長

68 ㈱東京設計事務所 亀田　宏 ○ 代表取締役社長

69 ㈱東京設計事務所 宮本　正史 ○ ○ 代表取締役副社長

70 ㈱東京設計事務所 狩谷　薫 ○ 下水道グループ　執行役員



整理番号 会社名 氏名 出席 懇親会 所属

71 ㈱東京設計事務所 田村　一郎 ○
下水道グループ　下水道第一チー
ムチームリーダー

72 ㈱トーニチコンサルタント 垣中　信二 ○ 海外業務部・グループリーダー

73 徳倉建設㈱ 桜井　俊浩 ○ 特別顧問　国際事業担当

74 徳倉建設㈱ 橋爪
ハシヅメ

　欣
キンヤ

彌 ○ 取締役国際事業部長

75 戸田建設㈱ 久保 信弘 ○
土木プロジェクト調査対策部　プロ
ジェクト課 主任

76 飛島建設㈱ 児玉　裕之 ○ ○ 土木事業本部国際部

77 飛島建設㈱ 社森　佳次 ○ ○ 土木事業本部国際部

78 ㈱日水コン 藏重　俊夫 ○ ○ 河川事業部副事業部長

79 ㈱日水コン 岡本　力 ○ 顧問

80
二宮プロジェクト顧問・技術士事
務所

二宮　孝夫 ○ ○ 代表

81 ㈱日本空港コンサルタンツ 安芸
アキ

　洋一 ○ 国際業務本部　顧問

82 ㈱日本空港コンサルタンツ 西尾　桂也 ○
国際業務本部　マネージングコン
サルタント

83 日本工営㈱ 白谷　章 ○ エネルギー開発部

84 日本工営㈱ 三井　英明 ○ ○ 海外事業本部

85 日本工営㈱ 杉山　正 ○ ○ コンサルタント海外事業本部

86 日本工営㈱ 澄川　啓介 ○
コンサルタント海外事業本部　特
別顧問

87 日本工営㈱ 西村　良一 ○ 国際事業本部・副技師長

88 日本工営㈱ 西畑
ニシハタ

　賀
シゲ

夫
オ

○ 技術本部事業開発室室長

89 日本工営㈱ 松島　憲明 ○ プラント事業部　副事業部長

90 日本工営㈱ 福永　淳一 ○ 電気技術部　課長

91 日本工営㈱ 迫田　至誠
サコタ　シセイ

○
コンサルタント海外事業本部副技
師長

92 日本工営㈱ 中川　誠 ○ エネルギー開発部

93 日本道路㈱ 村上　亮一 ○ 総務部法務グループサブリーダー

94 (社)日本プラント協会 新
シン

開
カイ

耿
コウ

○ 特命事項担当部長

95 ㈱ニュージェック 高澤　徳洋 ○ 国際事業本部　営業グループ

96 ㈱間組 岡本　隆 ○ ○
国際事業統括支店　工事契約部
部長

97 ㈱間組 賦勺　秀樹
フスク　ヒデキ

○ ○
国際事業統括支店　工事契約部
課長

98 ㈱間組 吉田　誠 ○
国際事業統括支店　土木営業部
部長

99
パシフィックコンサルタンツイン
ターナショナル

坂本　吉久 ○
環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部　プロジェクト
部長

100
パシフィックコンサルタンツイン
ターナショナル

葛西　隆 ○ 環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部　部長

101 ㈱ピーエス三菱 安高　浩一 ○ 土木本部　海外部　部長

102 東日本建設業保証㈱ 渡邊　和之 ○ 営業部　課長代理

103 東日本建設業保証㈱ 高橋　功 ○ 営業部　係長

104 東日本建設業保証㈱ 吉岡　邦彦 ○ 営業部　主任

105 ㈱ビスキャス 椿　英二 ○
海外ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部　管理室
室長

106 ㈱ビスキャス 下
シモ

出
デ

　洋
ヨウ

資
スケ

○
海外ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部　管理室
主幹



整理番号 会社名 氏名 出席 懇親会 所属

107 日立造船㈱ 服部　さくら ○ プラント営業部

108 ㈱日立プラントテクノロジー 村田　哲男 ○ 営業戦略本部　海外法務部　主任

109 平野技術士事務所 平野　輝美 ○ ○ 代表

110 ㈱フジタ 三田　博司 ○ ○ 国際事業部企画営業部長

111 丸紅㈱ 新中　博孝 ○
資源･重機プラント部　国際協力プ
ロジェクト課　課長

112 丸紅㈱ 矢崎　奨 ○
資源･重機プラント部　国際協力プ
ロジェクト課　課長補佐

113 丸紅㈱ 松下　正敬 ○
資源･重機プラント部　国際協力プ
ロジェクト課

114 みずほコーポレート銀行 堀口　昇吾 ○
グローバルトレードファイナンス営
業部

115 三井住友建建設㈱ 青木　一郎 ○ ○
国際支店　土木営業部　課長営業
グループ長

116 三井住友建建設㈱ 三倉　進嗣 ○ ○ 国際支店　土木営業部

117 三井造船㈱ 森　修一 ○ ○ 環プラプロジェクト部

118 三菱商事 小西　純平 ○ ○
業務部統括チーム国際協力担当
マネージャー

119 三菱商事 五島　龍太 ○
交通システムユニット米欧州・事業
開発チーム

120 若築建設㈱ 平木　博美 ○ 国際部　工事課長

121 海藤　勝 ○ ○

122 一橋大学 大石　拓馬 ○

123 開発ジャーナル 玉懸　光枝 ○ ○

主催者　講演者　（敬称略）
番号 所属 氏名 出席 懇親会

主-1 国際協力銀行 宮尾　泰助 ○ ○

主-2 国際協力銀行 中川　茂雄 ○ ○

主-3 京都大学 大本　俊彦 ○ ○

主-4 京都大学 大島　都江 ○ ○

主-5 京都大学 大西　正光 ○ ○

主-6 京都大学 小林　潔司 ○ ○

主-7 京都大学 程　凌皓 ○ ○

主-8 大豊建設 安藤　正司 ○ ○

主-9 AJCE 林　幸伸 ○ ○

主-10 AJCE 山下　佳彦 ○ ○

主-11 AJCE 富田　早季 ○ ○
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